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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．当社は第1期及び第2期については、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経

営指標等の推移については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第3期の株価収益率については、当社株式が非上場かつ非登録でありますので記載しておりません。 

５．当社は、平成16年1月26日開催の取締役会決議に基づき、平成16年4月3日付をもって当社普通株式1株を10株

とする株式分割を行っております。また、平成17年6月28日開催の取締役会決議に基づき、平成17年9月9日

付をもって当社普通株式1株を5株とする株式分割を行っております。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （百万円） － － 12,943 31,461 

経常利益 （百万円） － － 5,270 8,035 

当期純利益 （百万円） － － 3,072 4,628 

純資産額 （百万円） － － 3,488 32,594 

総資産額 （百万円） － － 24,505 158,985 

１株当たり純資産額 （円） － － 151,655.32 224,788.90 

１株当たり当期純利益 （円） － － 125,350.83 35,193.27 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － 

自己資本比率 （％） － － 14.2 20.5 

自己資本利益率 （％） － － 148.6 25.7 

株価収益率 （倍） － － － 25.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － － △10,537 △115,669 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － － △3,549 △1,069 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） － － 17,206 124,028 

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） － － 3,397 10,646 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

48 

(16) 

78 

(35) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は、平成14年6月6日設立のため、初年度である平成15年3月期より記載しております。なお、第1期の決

算期間は、平成14年6月6日から平成15年3月31日までの9ヶ月と25日間となっております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第1期及び第2期の持分法を適用した場合の投資利益につきましては、持分法を適用すべき会社が存在しない

ため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．株価収益率については、第1期から第3期まで当社株式は非上場かつ非登録でありますので記載しておりませ

ん。 

６．当社は、平成16年1月26日開催の取締役会決議に基づき、平成16年4月3日付をもって当社普通株式1株を10株

とする株式分割を行っております。また、平成17年6月28日開催の取締役会決議に基づき、平成17年9月9日

付をもって当社普通株式1株を5株とする株式分割を行っております。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 （百万円） 419 2,912 12,881 30,002 

経常利益 （百万円） 105 827 5,271 8,202 

当期純利益 （百万円） 61 471 3,072 4,726 

持分法を適用した場合の 

投資利益 
（百万円） ― ― ― ― 

資本金 （百万円） 100 112 155 11,408 

発行済株式総数 （株） 2,000 2,150 23,000 145,000 

純資産額 （百万円） 161 646 3,733 33,127 

総資産額 （百万円） 244 1,252 23,162 155,816 

１株当たり純資産額 （円） 80,812.34 286,524.03 151,655.32 228,462.27 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額） 
（円） 

― 

（―）

― 

（―）

― 

（―）

3,000 

（―）

１株当たり当期純利益 （円） 33,626.76 216,011.83 125,350.83 35,935.68 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 66.2 51.6 16.1 21.3 

自己資本利益率 （％） 57.2 116.7 140.3 25.6 

株価収益率 （倍） ― ― ― 24.5 

配当性向 （％） ― ― ― 8.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 62 236 ― ― 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △55 △104 ― ― 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 100 39 ― ― 

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 106 278 ― ― 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

5 

（―）

18 

(5)

48 

(16)

75 

(35)



２【沿革】 

年月 事項 

平成14年６月 東京都千代田区内幸町に不動産投資顧問事業を目的として当社設立。 

平成14年８月 本店所在地を東京都千代田区丸の内（現本店所在地）に移転。 

平成14年12月 当社第1号ファンドとなる「シンプレクス・プレリートファンド」の第1次募集を開始。翌年1月より

運用を受託。 

平成16年４月 不動産開発・ソリューション事業を本格的に開始。 

平成16年５月 「ファンド・オブ・プレリーツⅠ」の募集開始に伴い、同年6月より運用を受託。 

平成16年８月 「シンプレクス・プレリートファンドⅡ」の募集開始に伴い、同年10月より運用を受託。 

平成16年11月 「シンプレクス・プロパティ・インカム・ファンド」の募集開始に伴い、同年12月より運用を受託。 

平成17年３月 「シンプレクス・プレリートファンドⅢ」の募集開始に伴い、運用を受託。 

平成17年６月 株式会社東京証券取引所マザーズ市場に上場。 

平成17年８月 「シンプレクス・レジデンシャルファンド」の募集開始に伴い、 同年10月より運用を受託。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社6社および関連会社4社により構成されており、当社は㈱日興コーディアルグ

ループの子会社であります。 

 当社グループは、「不動産投資顧問事業」及び「不動産開発・ソリューション事業」を行っております。当社グル

ープの事業の内容は以下の通りであります。 

(1）不動産投資顧問事業 

① 不動産投資顧問事業を取り巻く経営環境について 

 平成12年に施行された「投資信託及び投資法人に関する法律（投信法）」や「特定目的会社による特定資産の

流動化に関する法律（SPC法）」の改正に見られるように、近年、不動産流動化ビジネスのインフラ整備を目的

とした法整備が急速に進められております。また、固定資産の減損会計制度等の導入、金融機関等の不良債権処

理、さらには各企業がバランスシートをスリム化するため資産のオフバランス化を推進している状況にありま

す。このように不動産の流動性が向上し、都市部の一部には地価の上昇が見られるようになっていることから、

安定した収入が獲得できる不動産に投資し、運用利回りを期待できる環境が整ってきております。上場REIT（不

動産投資信託）の時価総額増加、大手証券会社が不動産ファンドの運用会社と提携しているように、今後さら

に、不動産証券化商品が金融商品として定着していくものと考えられます。 

② 不動産投資顧問事業の事業内容について 

 当社グループが行う不動産投資顧問事業は、投資対象として首都圏及び全国主要都市の収益不動産すなわち賃

料を得ることを目的とした投資不動産を匿名組合（※１）形式により組成した不動産ファンドに組み入れ、金融

商品として投資家に提供するとともに、投資家の匿名組合出資に対するリターンの極大化を目指して、運用収益

等の増加を目的として当該不動産ファンドのマネジメント（ファンドマネジメント及びアセットマネジメント）

サービスを提供する業務であります。 

 当社グループが組成するファンドの販売は、証券会社の顧客に対して行うことから、販売を行う証券会社とフ

ァンドの募集額、想定利回りをすりあわせながらストラクチャーを決定します。 

 当社グループでは、不動産ファンドの新規設定に当たり、匿名組合出資金を調達するファンドの営業者となる

国内有限会社SPC（※２）(以下、「調達ビークル（※３）営業者」という。)及び収益不動産に投資するファン

ドの営業者となる国内有限会社SPC（以下、「運用ビークル（※３）営業者」という。）を新規に設立します。

運用ビークル営業者は、調達ビークル営業者から出資を受け、調達ビークル営業者と運用ビークル営業者との間

で匿名組合契約（第１匿名組合契約）を締結することによって、調達ビークル営業者を匿名組合員とするファン

ドの組成を行います。また、調達ビークル営業者は、投資家から出資を募り、投資家と調達ビークル営業者との

間で、匿名組合契約（以下、「第２匿名組合契約」という。）を締結することによって、投資家を匿名組合員と

するファンドの組成を行います。運用ビークル営業者は、匿名組合出資金に加えて金融機関からのノンリコース

ローン（※４）を利用して適正なレバレッジをかけ、投資効率を高めた上で、投資家からの資金と金融機関から

のノンリコースローンにより安定した収入が獲得できる不動産を信託契約に基づく裏付け資産とする信託受益権

（※５）を購入・保有します。 

 調達ビークルは投資家の出資を管理し、運用ビークルは運用資産をノンリコースローンの提供する金融機関ご

とに区分管理することを目的に、当社では両者を分離し、二層のストラクチャーを構築しております。商法上の

匿名組合では、組合員は、出資者として経営には参加せず、ファンド運営は営業者に委託されます。営業者であ

る国内有限会社は、アセットマネジメント会社（※６）である当社の指示により、信託受益権に投資を行いま

す。また、当社が組成するファンドでは、匿名組合の営業者である国内有限会社は、倒産隔離のために慈善信託

を利用して設立されたケイマン諸島籍のSPC若しくは有限責任中間法人を親会社としているため、匿名組合員で

ある投資家は、アセットマネジメント会社の倒産等によるリスクから隔離されております。このため国内有限会

社に対して当社は、議決権を有しておらず、実質的にも支配関係にないため、子会社としておりません。 



 また、当社が組成する不動産ファンドの終了時においては、運用している安定した収入が獲得できる不動産に

関して、当社が組成する新たな不動産ファンドへの移行、他社ファンドへの売却、ポートフォリオ物件の個別売

却等が想定されるだけでなく、将来的には上場REITへの移行等も模索しております。 

 なお、平成18年3月31日現在、当社が組成するファンドの投資対象不動産は166物件（前期末比+62物件)となっ

ております。 

   ③ ファンドマネジメント 

 当社は、調達ビークル営業者との間で業務委託契約及び投資顧問契約を締結し、第２匿名組合契約の締結事務

や権利の行使又は義務の履行等に関する事務、上記業務内容に関連する事務等の業務を行うことにより匿名組合

員の出資金の事務管理を行います。当社は、当該業務の遂行の対価として、調達ビークル営業者からファンド事

務委託報酬及び投資顧問報酬（※７）並びに投資家から申込手数料（※８）を受け取ります。 

④ アセットマネジメント 

 当社は、運用ビークル営業者との間でアセットマネジメント契約を締結し、運用ビークル営業者が取得する資

産（信託受益権）についての投資スキームのアレンジメント、建物保守管理、テナント・リーシング、建物修

繕・資本的支出、保険付保、物件売却等の運用資産の運営管理業務を受託します。当社は、当該業務の遂行の対

価としてアセットマネジメント報酬（※９）及び物件取得に関する報酬（※10）並びに物件処分に関する報酬

（※11）を受け取ります。 

⑤ 当社が運用するファンドの特徴について 

 当社が運用するファンドは、一つのファンドの運用資産残高が他の上場REIT以外の不動産ファンドと比較して

規模が大きく、上場REITに準じた規模であることを、特徴としております。これは、ファンドの規模を大きくす

ることによって、ファンドの運用費用の逓減を図るなど規模のメリットを享受することをファンドの運営の基本

的考えとしているためです。また、ファンドの投資対象不動産は、中小型のオフィスを中心としております。こ

れは、中小型不動産を投資対象とすることで、組入不動産の物件数を多数保有できるようにしてリスク分散の効

果を狙い、売却時の流動性が見込める物件を投資対象とし、柔軟なファンド運営を可能にすることを主眼に置い

ているからであります。 

（※１）匿名組合 

 匿名組合とは、商法第535条に規定する組合であり、当事者の一方（匿名組合員）が相手方（営業者）の

ために出資を行い、営業者がその営業から生じる利益を分配することを約する契約によって成立する関係を

いいます。匿名組合員から出資された財産は営業者に帰属することとなり、匿名組合員は利益分配請求権と

出資金返還請求権を有するにとどまります。 

（※２）SPC 

 SPCとは、「Special Purpose Company」の略で、ファンドの資産を保有する目的のみのために設立された

会社をいいます。当社が組成するファンドのSPCは有限会社であり、その持分は弁護士事務所が管理する慈

善信託（Charitable Trust）が保有することにより、倒産隔離を図っております。 

（※３）運用ビークル／調達ビークル 

 当社が組成するファンドでは、複数の銀行からのノンリコースローンを受けるため、貸付銀行ごとにSPC

を設立して運用不動産（信託受益権化された不動産）を保有するとともに、投資家の窓口となる別のSPCを

設立してエクイティ調達の業務を行っています。当社では、前者の物件保有SPCを運用ビークル、後者のエ

クイティ調達業務SPCを調達ビークルと呼んでおります。 

（※４）ノンリコースローン 

 ノンリコースローンとは、融資金の返済財源を、借主が保有する特定の資産に限定する内容の金銭消費貸

借契約（非遡及型融資）に基づく貸付けをいいます。日本の一般的な不動産担保融資と違い、借入金の返済

のために融資の引当てとなる資産をすべて処分しても債務を完済することができない場合には、借入人は残

存債務の支払義務を免れることになります。 



（※５）信託受益権 

 信託受益権とは、ある資産（不動産）を信託銀行に信託した場合、その対価として信託契約に基づいて信

託の利益を享受する者として定められた者（受益者）が有する権利をいいます。この権利は、信託財産（不

動産）から享受できる一切の権利・利益を包含するものであり、信託財産（不動産）からの経済的利益（信

託配当及び信託元本）を受け取る権利のことであります。 

（※６）アセットマネジメント会社 

 アセットマネジメント会社とは、ファンド財産の運用に関する指示を行う会社をいいます。 

（※７）ファンド事務委託報酬及び投資顧問報酬 

 ファンド事務委託報酬とは、出資金残高に対応して受け取る投資家の匿名組合出資金の運営管理に対する

手数料をいいます。投資顧問報酬とは、調達ビークルの投資資産の運用に関し投資顧問サービスに関する報

酬をいいます。 

（※８）申込手数料 

 申込手数料とは、出資金に対応して受け取る投資家の匿名組合出資の申込手続に対する手数料をいいま

す。 

（※９）アセットマネジメント報酬 

 アセットマネジメント報酬とは、運用資産残高に対応して受け取る運用資産の運営管理に対する手数料を

いいます。 

（※10）物件取得に関する報酬 

 物件取得に関する報酬とは、取得価額に応じて受け取る新たに運用資産を組み入れる際に係る手数料をい

います。 

（※11）物件処分に関する報酬 

 物件処分に関する報酬とは、譲渡価額に応じて受け取る組み入れ資産を譲渡する際に係る手数料をいいま

す。 



［事業系統図］ 

 不動産投資顧問事業におけるストラクチャーを事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

(2）不動産開発・ソリューション事業 

 不動産開発・ソリューション事業は、不動産開発事業とソリューション事業に大別されます。 

 不動産開発事業では、物件の開発により安定した収益あるいは売却益が見込めると判断して購入した物件で当社

不動産ファンドの組入れ基準に合致しないもの、例えば稼働率の低下している老朽化したオフィスビル（当社不動

産ファンドは稼動中の物件のみ組入れ対象としております）等を対象とした不動産開発事業を行っております。不

動産開発事業で仕入れる物件は、外部の第三者から購入する場合と、当社不動産ファンドから購入する場合があり

ます。なお、当社が不動産開発事業を手掛ける一方で、当社の連結子会社においても、不動産開発事業を行ってお

ります。 

 このような不動産開発事業において物件を購入したものの、市場動向から物件の利益最大化を検討の結果、開発

の実施を行うことなく、外部の第三者に現状のまま売却することがあります。このような売却は、不動産に関する

ソリューション事業と位置付け、不動産開発事業と並び、当社ソリューション事業として実施いたします。この他

当社ソリューション事業では外部の第三者に対する販売用物件の仲介業務も行っております。さらに、当社不動産

ファンド組入物件に対するリーシング業務（賃貸物件の仲介業務）もソリューション事業と位置付けております。



 子会社を利用した不動産開発 

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．有価証券報告書を提出しております。 

３．議決権の所有割合の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

４．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数となっております。 

５．持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

㈲グローバル・リート・パート

ナーズＡ号 

（注）３．５． 

東京都千代田

区 
3 
不動産開発事業

関連 

－ 

[100.0] 

当社が匿名組合出

資 

㈱シンプレクス・リート・パー

トナーズ 

東京都千代田

区 
150 

不動産投資顧問

事業関連 
100.0 

役員の兼任あり 

運転資金の貸付 

シンプレクス・リート投資法人 

（注）４． 

東京都千代田

区 
100 

不動産投資顧問

事業関連 

100.0 

(100.0) 
― 

㈱エスアイエイトレジャー 
東京都千代田

区 
10 

不動産投資顧問

事業関連 
100.0 

役員の兼任あり 

当社が匿名組合出

資 

㈲エスアイエイキング2号 

（注）３．５． 

東京都千代田

区 
3 
不動産投資顧問

事業関連 

－ 

[100.0] 

当社が匿名組合出

資 

㈲エスアイエイホールディング

Ａ号 

（注）３．５． 

東京都千代田

区 
3 
不動産投資顧問

事業関連 

－ 

[100.0] 

当社が匿名組合出

資 

（持分法適用関連会社）           

アマンテス・ゴルフ・アンド・

リゾーツ投資事業有限責任組合 

（注）４． 

東京都千代田

区 
3,800 

不動産投資顧問

事業関連 

50.0 

(1.0) 

当社が有限責任組

合出資 

（親会社）           

㈱日興コーディアル 

グループ 

（注）２．４． 

東京都中央区 233,760 持株会社 

被所有 

40.0 

(29.4) 

― 

（その他の関係会社）           

日興コーディアル・ホールディ

ングス・リミテッド東京支店 
東京都中央区 

USD 

50,000 
投資事業 

被所有 

29.4 
― 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．従業員数が当連結会計期間中において、30名増加いたしましたのは、主として業務拡大に伴う中途採用によ

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が当事業年度中において、27名増加いたしましたのは、主として業容拡大に伴う中途採用によるも

のであります。 

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産投資顧問事業 32（19）   

不動産開発・ソリューション事業  23（ 9）   

全社（共通） 23（ 7）   

合計 78（35）   

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

75（35） 34.2 1.5 10,868,800 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、円安傾向の進行による輸出の伸びや在庫調整進展による設備投資の伸び

により、企業の収益力の着実な回復が見られるようになってまいりました。個人消費においても、原油価格の高騰

や増税による先行きの不透明感があるものの、雇用や賃金の改善傾向を反映して堅調に推移しており、景気は着実

に回復の傾向を見せております。 

 当社グループの事業領域である金融・不動産業界におきましては、首都圏だけでなく、平成17年より地価の回復

傾向が遅れていた近畿圏におきましても、都市部や条件の良い住宅地における土地価格が上昇に転じました。ま

た、不動産投資ファンド等による不動産投資が過熱してきており、不動産物件取得競争が激しくなっております。 

 当連結会計年度における事業区分別の業績は次のとおりです。 

 不動産投資顧問事業 

 当社グループといたしましては、不動産投資顧問事業において、従来から不良債権処理、資産のオフバランス化

の受け皿としての役割を果たすと同時に、「ミドルリスク・ミドルリターン」を追求することによって有力な投資

先を提供することを目指し、アセットマネジメントサービスを提供してまいりました。 

 不動産投資顧問事業に適した不動産物件の獲得競争が激化する中、優良な中小型オフィスビルを主なターゲット

としてまいりましたが、不動産物件の用途の拡大を図り、住居用不動産の取得活動も活発化させ、当社において第1

号のレジデンシャルファンドを組成するにいたりました。また住居用不動産に限定されることなく、ゴルフ場など

レジャー施設をはじめ幅広い用途において不動産の獲得を行ってきております。この結果、当連結会計年度末にお

ける当社運営ファンド等の運用資産の取得価格は454,994百万円となり、不動産投資顧問事業における売上高は

12,558百万円（前年同期比94.5%増）となっております。 

 不動産開発・ソリューション事業 

 事業採算が見込めると判断した物件等について、当社グループが自ら購入し、賃貸状況及び設備状況等を改善す

ることによるバリューアップを図った後に売却等を行い、収益を拡大することを目的とした不動産開発・ソリュー

ション事業を行なってまいりましたが、当連結会計年度においては第２の事業の柱として当社グループの業容の拡

大に寄与しております。この積極的な投資活動の結果、不動産開発・ソリューション事業における棚卸資産は

42,309百万円となり、不動産売却収入や賃貸収入等を含め、不動産開発・ソリューション事業における売上高は

18,902百万円（前年同期比191.5%増）となっております。 

 以上の結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は31,461百万円（前年同期比143.1%増）、経常利益

は8,035百万円（前年同期比52.5%増）、当期純利益は4,628百万円（前年同期比50.6%増）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が8,103百

万円となる一方、たな卸資産の増加による支出等の要因を借入金の増加や株式の発行による収入で補った結果、現

金及び現金同等物は7,290百万円増加し、当連結会計年度末には10,646百万円となっております。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により支出した資金は115,669百万円と、対前年同期比で105,131百万円の増加となりました。この主な

内容は、たな卸資産の増加による支出124,746百万円によるものです。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により支出した資金は1,069百万円と、対前年同期比で2,480百万円の減少となりました。この主な内容

は、不動産投資顧問事業に関連するファンド組成を目的として設立し一時的に保有されているだけであるため、連

結の範囲から除外している会社等に対して、匿名組合出資による支出18,787百万円を行う一方で、匿名組合出資の

回収による収入18,090百万円があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は124,028百万円と、対前年同期比で106,822百万円の増加となりました。この主な

内容は、短期借入金の純増加額87,926百万円及び長期借入金による収入23,990百万円のほか、株式の発行による収

入24,911百万円があったことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、不動産投資顧問事業及び不動産開発・ソリューション事業を主体とする会社であり、生産活動

を行っていないため、該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 当社グループは、受注活動を行っていないため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当社グループは、ファンドを組成し、ファンドに組み込まれた不動産を総合的に管理することにより下記報酬を

受け取ります。その売上の内訳は下記のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 

不動産投資顧問事業     

 物件取得報酬 1,346 △50.3 

 マネジメント報酬 4,623 55.2 

 その他 6,589 753.0 

 小計 12,558 94.5 

不動産開発・ソリューション事業 18,902 191.5 

合計 31,461 143.1 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

大和ハウス工業(株) 5,010 38.7 － － 

(有)エスアイエイホールディング３号 913 7.1 6,963 22.1 

(有)エスアイエイキング1号 414 3.2 4,324 13.7 

(有)バッカス・アンド・アルケス － － 3,455 11.0 



３【対処すべき課題】 

 不動産価格の上昇及び不動産流動化市場の拡大により、不動産投資に対する関心が高まる中、不動産投資顧問事業

において獲得を目指している安定した賃料を生み出す不動産については、特に物件獲得競争が激化しております。こ

のような市場環境の中、当社といたしましては、ファンド保有資産を十分に獲得してきた実績を踏まえ、投資対象不

動産の用途や地域拡大などにより物件を着実に獲得してまいりました。今後もファンドの運用物件の用途・地域の拡

大、運用方法の多様化を図り物件の確実なる獲得を行なうことによりファンド保有資産の増加を目指してまいりま

す。 

 また資金調達方法の多様化を図ることを目的としてプライベートファンドのみではなく、当社の子会社を通じた

REIT市場への参入を重要な経営課題として捉え、市場環境等を踏まえた上で適切な時期にREIT市場に参入していく予

定となっております。 

 不動産開発・ソリューション事業においては、従来から積極的に開発及びソリューションを展開してまいりまし

た。今後は不動産市況の推移に注意しながら、不動産投資顧問事業と不動産開発・ソリューション事業とのリスクの

兼ね合いを考慮して、事業展開を行なっていく予定となっております。 

 当社は借入依存度が高い状況にありますが、昨今の金融政策等の影響により、長期金利の上昇傾向が鮮明になるな

ど今後の金利リスクが顕在化する可能性があると考えております。当社といたしましては、物件の保有利回りと借入

金利との関係や借入金の長短の組み合わせなど総合的な検討から今後の金利上昇リスクを軽減できる資金調達及び物

件取得方法を拡大していく予定でおります。 

４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な項目を記

載しております。また、必ずしも事業上のリスク要因とは考えていない事項についても、投資家の投資判断上、重要

であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。 

 なお、当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の事項等のリスク及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上

で行われる必要があると考えます。また、以下の記載は、当社グループの事業もしくは本株式への投資に関するリス

クを完全に網羅するものではありませんのでご留意ください。 

 なお、文中における将来に関する事項は、提出日現在において判断したものであります。 

① 当社設立以降の業績の推移について 

 当社は平成14年６月６日に設立し、事業を開始いたしました。このように当社グループは社歴が浅く、また設立

年度の営業期間は９ヶ月と25日間となっており、期間業績の比較を行うための十分な数値が得られません。加え

て、平成16年４月から本格的に不動産開発・ソリューション事業を展開しているため、売上高の構成内容、構成比

率、利益率が設立時点から大きく変化しております。したがって、過年度の財政状態及び経営成績は、今後の当社

グループの業績を判断するには不十分な面があります。 

  



  

 （注）１．当社は平成15年３月期及び平成16年３月期については、連結財務諸表を作成しておりません。 

２．平成15年３月期の決算期間は、平成14年６月６日から平成15年３月31日までの９ヶ月と25日間となっており

ます。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

連結損益計算書 

第１期 第２期 第３期 第４期 

自：平成14年６月６日 
至：平成15年３月31日 

自：平成15年４月１日
至：平成16年３月31日

自：平成16年４月１日 
至：平成17年３月31日 

自：平成17年４月１日
至：平成18年３月31日

売上高（百万円） － － 12,943 31,461 

売上総利益（百万円） － － 9,617 14,041 

営業利益（百万円） － － 5,653 9,232 

当期純利益（百万円） － － 3,072 4,628 

損益計算書 

第１期 第２期 第３期 第４期 

自：平成14年６月６日 
至：平成15年３月31日 

自：平成15年４月１日
至：平成16年３月31日

自：平成16年４月１日 
至：平成17年３月31日 

自：平成17年４月１日
至：平成18年３月31日

売上高（百万円） 419 2,912 12,881 30,002 

売上総利益（百万円） 419 2,912 9,554 13,513 

営業利益（百万円） 104 833 5,630 9,344 

当期純利益（百万円） 61 471 3,072 4,726 

連結貸借対照表 
第１期 第２期 第３期 第４期 

平成15年３月31日 平成16年３月31日 平成17年３月31日 平成18年３月31日 

資産合計（百万円） － － 24,505 158,985 

負債合計（百万円） － － 21,012 126,382 

少数株主持分（百万円） － － 4 8 

資本合計（百万円） － － 3,488 32,594 

負債、少数株主持分及び

資本合計（百万円） 
－ － 24,505 158,985 

貸借対照表 
第１期 第２期 第３期 第４期 

平成15年３月31日 平成16年３月31日 平成17年３月31日 平成18年３月31日 

資産合計（百万円） 244 1,252 23,162 155,816 

負債合計（百万円） 82 606 19,429 122,689 

資本合計（百万円） 161 646 3,733 33,127 

負債資本合計（百万円） 244 1,252 23,162 155,816 



② 当社グループとシンプレクスグループとの関係について 

 シンプレクスグループとは、その商号に「シンプレクス」を冠しておりますが、各々の企業が独立した事業展開

を行っている事業体の集合であり、主な会社として㈱シンプレクス・テクノロジー及びシンプレクス・アセット・

マネジメント㈱があります。 

ⅰ シンプレクス・ホールディング組合及びその組合に出資する会社について 

 当社の大株主であるシンプレクス・ホールディング組合は、㈱シンプレクス・ホールディング及び三上芳宏氏

の二者を組合員とする投資組合でありますが、㈱シンプレクス・ホールディングは三上氏が議決権を100％保有

する持株会社であるため、シンプレクス・ホールディング組合は三上氏が持分を100％所有していることとな

り、三上氏は当社の実質的な主要株主であります。 

 三上氏は、金融システム会社㈱シンプレクス・リスク・マネジメント（現㈱シンプレクス・テクノロジー）を

はじめとする金融ベンチャー企業を設立するとともに業務上の関係を通じて第三者と合弁企業を設立しておりま

す。 

 当社グループは、業務上の必要性に応じて他のシンプレクスグループとの取引を行うことがありますが、下記

ⅱを含めた取引は、当社の実質的な主要株主が出資する会社との取引のため利益相反が生じる可能性があり、取

引条件については、類似商品を参考にするなど当社にとって妥当な条件となるよう決定する方針であります。 

ⅱ シンプレクス・アセット・マネジメント㈱との取引について 

 当社は、不動産を運用対象とする外国投資信託「ファンド・オブ・プレリーツⅠ」及び「シンプレクス・プロ

パティ・インカム・ファンド」からの資金を、当社が組成する不動産ファンドにより運用いたしておりますが、

当社は、当該ファンドの調達ビークルの匿名組合契約に関する役務の提供をシンプレクス・アセット・マネジメ

ント㈱から受け、報酬として437百万円（平成17年３月期）を同社に支払っております。報酬の決定方法につい

ては、日興コーディアル証券㈱との顧客媒介料（顧客紹介料）を参考として決定しております。 

 なお、シンプレクス・アセット・マネジメント㈱は投資信託委託業及び投資一任業認可会社であり、主に債券

ファンドの運用を行っております。同社は、当社の実質的な主要株主である三上氏が議決権の過半数を所有する

会社であるため、同社は関連当事者に該当いたします。 

③ 当社グループと日興コーディアルグループとの関係について 

 以下において、「日興コーディアルグループ」と記述する場合、㈱日興コーディアルグループ及びその子会社を

含む企業集団を指します。日興コーディアル・ホールディングス・リミテッド東京支店、日興コーディアル証券

㈱、日興プロパティーズ㈱、日興リアルエステート㈱、㈱日興コーディアルトレジャリーズ及び日興シティグルー

プ証券㈱は、いずれも㈱日興コーディアルグループの子会社であります。 

ⅰ ㈱日興コーディアルグループにおける位置付けについて 

 提出日現在において、㈱日興コーディアルグループは当社の議決権の10.6％を、㈱日興コーディアルグループ

の連結子会社である日興コーディアル・ホールディングス・リミテッド東京支店は当社の議決権の29.4％を保有

しております。なお、当連結会計年度において、㈱日興コーディアルグループの議決権割合が増加したため、当

社は、㈱日興コーディアルグループの持分法適用関連会社から子会社に変更されております。 

ⅱ 日興コーディアルグループとの取引に係る基本方針について 

 提出日現在において、㈱日興コーディアルグループは、当社親会社に該当しております。当社グループは、金

融機関をバックグラウンドとした資産運用会社であり、コンプライアンス（法令等遵守）を重視していることか

ら、資産運用ガイドラインにおいて利害関係人等との取引ガイドラインを制定しております。日興コーディアル

グループとの取引は、同グループが当社の関係会社に該当するため、利益相反取引となる可能性があることか

ら、下記ⅲ及びⅳの取引について、同ガイドラインにおいて利益相反取引とならないための具体的な防止策とし

て、当社グループあるいはファンドと日興コーディアルグループにおいての取引に関して第三者からの鑑定書を

入手するなどを明文化し、運用いたしております。 



ⅲ 当社グループと日興コーディアルグループとの取引関係について 

１．日興コーディアル証券㈱との匿名組合契約締結の媒介に関する契約について 

 当社グループは、日興コーディアル証券㈱と匿名組合契約締結の媒介に関する契約を締結しております。ま

た、「⑨法的規制についてⅰ不動産投資顧問事業に係る法的規制について」に記載のとおり、平成16年12月１日

から当社が匿名組合出資の募集行為を行うことができなくなったことから、同社と匿名組合出資募集の取扱に関

する業務委託契約を締結しております。前記の対価として、当社は顧客媒介料（顧客紹介料）あるいは業務委託

料を同社に対し支払うことがあります（当連結会計年度における支払実績はありません）。これら手数料の決定

方法は、変額保険の販売手数料やベンチャーファンドの販売手数料を参考に決定しております。 

 なお、当社グループが組成運用する不動産ファンドの募集について、平成16年３月期までは日興コーディアル

証券㈱に100％依存しておりましたが、新たな販売チャネルの構築による投資家層の拡大を図るため、平成17年

３月期においては、シンプレクス・アセット・マネジメント㈱が組成し当社が運用する不動産ファンドの販売を

みずほ証券㈱が行い、また当連結会計年度より運用を開始したレジデンシャルファンドにつきましては、野村證

券㈱が販売を行っていることから、当連結会計年度において日興コーディアル証券㈱に対する募集額の依存度は

0％となっております。今後も、更なる販路の拡大に努める予定ですが、一方で、引き続き日興コーディアル証

券㈱との関係の緊密化も図っていくことから、日興コーディアル証券㈱の募集状況の如何によっては、当社グル

ープが組成運用する不動産ファンドの募集動向に大きな影響を与える可能性があります。また、何らかの要因に

より同社の当社グループとの関係に関する方針が変更され、同社との取引が減少した場合、あるいは同社との取

引関係が継続出来なくなった場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性がありま

す。 

２．日興プロパティーズ㈱から物件を取得していることについて   

 当社は、当連結会計年度において、日興プロパティーズ㈱から物件を取得しており、平成18年３月31日現在の

取得価格総額で918百万円となっております。物件取得時の売買価格については、近隣物件の相場や独立鑑定人

による鑑定報告書により決定しております。 

３．㈱日興コーディアルトレジャリーズとの物件の取得資金のための融資基本契約の締結について 

 当社は、物件取得のための繋ぎ資金を借り入れる目的で、㈱日興コーディアルトレジャリーズとの間で金銭消

費貸借基本契約を締結しております。当該契約における契約極度額は75,000百万円となっており、提出日現在

11,500百万円の借入を実行しております。当該契約は、事業拡大のために必要な資金であり、当社の資金ニーズ

に適合した借入条件であることから同社から借入れているものであります。利率については、期間や資金用途に

応じて他の金融機関からの借入条件を参考に決定しております。 

 なお、当社グループと日興コーディアルグループとの主な取引については、「第５ 経理の状況 １.連結財

務諸表等 (1)連結財務諸表 関連当事者との取引」に記載されております。 

ⅳ 当社グループが運用するファンドと日興コーディアルグループとの取引関係について 

１．日興プロパティーズ㈱がファンドの物件を拠出していることについて 

 当社グループが運用するファンドに組入れている物件を日興プロパティーズ㈱から取得しており、当連結会

計年度末現在の取得価格総額で10,115百万円となっております。物件取得時の売買価格については、近隣物件

の相場や独立鑑定人による鑑定報告書により決定しております。鑑定評価額の基礎となった賃料についても、

第三者に鑑定評価を依頼し、その賃料水準の適正性を確認しております。 

２．日興リアルエステート㈱がファンド物件のプロパティマネジメント業務を担当していることについて 

 当社グループの運用するファンドが実質的に保有する不動産の管理業務（以下、「プロパティマネジメント

業務」という。）を、プロパティマネジメント契約に基づき、日興リアルエステート㈱（平成18年４月日興フ

ァシリティーズ㈱より名称変更）が行っている場合があります。プロパティマネジメント業者の選定は、企業

内容・実績、能力・体制、手数料等を考慮しつつ入札により決定しており、入札の結果同社に委託しているほ

か、日興コーディアルグループが保有していた物件については、物件の習熟度やテナントとの関係を考慮し

て、プロパティマネジメント業務を日興リアルエステート㈱に委託しております。日興リアルエステート㈱へ

の手数料については、他のプロパティマネジメント会社との条件を考慮しながらテナントより徴収する「共益

費」を基本として決定しております。 



３．日興コーディアルグループがファンドに組入れられた物件のテナントであることについて 

 当社グループが運用するファンドが実質的に保有する不動産に日興コーディアルグループがテナントとして

入居しております。賃料については、近隣物件の賃料相場等を基礎に交渉を行い決定しており、賃料見直しに

ついては、必要に応じて第三者に賃料の鑑定を依頼し、当該鑑定評価額を拠り所として当該額を下回る水準で

の契約は、他テナント候補者がまったく見つかる目処がない等の場合を除き行わないこととしております。 

 なお、日興コーディアル証券㈱をはじめとする日興コーディアルグループは、業務の効率化等により、既存

店舗の閉鎖・移転等を行っており、今後も継続する可能性があります。日興コーディアル証券㈱はテナントで

あると同時に、ファンドを投資家に媒介する場合がありますが、上記の店舗政策は、媒介者としての立場にか

かわらず独自の方針に基づいて行われるため、他のテナントと同様、賃貸借契約の条件に従って解約・退去す

る可能性があります。その場合、前記２．に記載した日興リアルエステート㈱を含むプロパティマネジメント

会社は、他のテナントと同様、解約通知を受けた後、最低６ヶ月後の退去時までに次のテナントを入居させる

ことができるよう努めますが、入居させることができなければファンドの収益等に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。しかしながら、日興コーディアルグループの賃借比率は今後も低下することが見込まれ、日興コーデ

ィアルグループの店舗政策がファンドの運用利回りに与える影響は低下していくものと判断しております。 

４．日興コーディアル証券㈱がファンドの匿名組合員となっていることについて 

 当社グループが運用するファンドのうち「シンプレクス・プレリートファンドⅢ」については、日興コーデ

ィアル証券㈱が匿名組合員となっております（平成18年３月31日現在で「シンプレクス・プレリートファンド

Ⅲ」の匿名組合出資の13.0％）。当該ファンドと日興コーディアル証券㈱との取引条件については、他の匿名

組合員と同様となっております。 

５．㈱日興コーディアルトレジャリーズからのファンド組入れ物件の取得資金の融資について 

 ファンドは、物件取得のための繋ぎ資金として、㈱日興コーディアルトレジャリーズから劣後特約付借入を

することがあります。なお、過去において借入の実績がありますが、当連結会計年度末現在においては残高は

ありません。当該借入は、事業拡大（ファンドの規模拡大）のために必要な資金でありますが、通常の借入金

と異なり、エクイティとしての性質が強く貸出人たる同社にとってリスクが高いこと、当社グループのニーズ

に適合した借入条件であることから同社から借入を行うものであります。利率については、ファンドの運用利

回りを参考に交渉のうえ決定しております。 

 今後物件取得のための繋ぎ資金については、当社における自己資金及び金融機関からの借入金を原資とした

当社からの資金を充当する予定でありますが、一度に多額の資金需要が生じ前記資金で不足する場合には、今

後も同社より借入を行う可能性があります。 

 以上のとおり、当社グループが運用するファンドと日興コーディアルグループとの間には各種の取引関係が存

在しております。今後、日興コーディアルグループに対する取引依存度は低減する方向性にありますが、何らか

の要因により日興コーディアルグループとの取引が減少した場合、あるいは同社グループとの取引関係が継続で

きなくなった場合には、当社グループが運用するファンドの運営に重大な影響を与える可能性があります。 

④ 当社グループが運用するファンドについて 

 当社グループがマネジメントを行っている対象は、不動産ファンドに限定されており、今後も、当社グループの

収益はマネジメント報酬に関するものが大部分を占めるものと考えております。 

 当社グループが運用するファンドの資産規模や運用額が順調に拡大した場合には、当社グループの収益に貢献す

る一方、今後ファンド、ＳＰＣ、投資対象資産に何らかの問題が発生した場合には、当社グループの成長を妨げる

要因になりかねないなど、当社グループの業績及び将来の成長にはこれらのファンドの運用が大きな影響力を与え

るものと考えております。 

ⅰ 不動産からの収益に依存しているリスクについて 

 ファンドが受益者に支払う分配金及び償還金は、各営業者が保有する信託受益権化された不動産からの収入、

つまり、各信託受益権の裏付けとなっている対象不動産からの賃貸収入及び売却益に依存しております。賃貸収

入は、裏付資産の稼働率の低下、賃料水準の低下等により大きく減少する可能性があります。また、不動産価格

の下落により売却による損益の状況が悪化し、運用資産残高が減少する可能性があります。これらにより、匿名

組合契約の各営業者が実現する利益が減少し、場合によっては匿名組合契約の各営業者に損失が発生し、その結

果としてファンドの収益に悪影響を与える可能性があります。 



ⅱ わが国における不動産の賃貸借契約に関するリスク 

 日本におけるオフィスビル及びレジデンスではテナントとの賃貸借契約の期間は２年が一般的であって賃貸借

期間経過後に契約が更新される保証はないこと、また、テナントが一定期間前の通知を行うことにより賃貸借期

間中であっても賃貸借契約を解約できることとされている場合もあること等から、代わりに入居する賃借人が見

つからない場合には賃貸収入が減少し、ファンドの収益等が悪影響を受ける可能性があります。 

ⅲ 実質的なレバレッジが比較的高いことに起因するリスク 

 ファンドが間接的に投資する不動産は、匿名組合出資金に加え、ファンドが金融機関から調達するノンリコー

スローンにより買い付けられます。不動産の買付資金が匿名組合出資金のみによって賄われないという意味にお

いて、ファンドにはレバレッジがかけられていると言うことができます。また、かかるノンリコースローンにつ

いて、借入先である金融機関のために不動産に担保が設定されることもあります。ファンドが間接的に投資する

不動産の買付総額に占める借入金の比率は、約65％～75％であり、高い水準にあります。匿名組合契約の各営業

者がかかるノンリコースローンについて支払不能に陥るなどの信用不安事由が生じた場合、匿名組合契約の各営

業者の収益がノンリコースローンの弁済のために優先的に充当されたり、不動産について強制執行・担保実行さ

れたりするおそれがあります。その結果、ファンドの運用資産残高が減少し、ファンドの収益等に悪影響を与え

る可能性があります。 

⑤ ノンリコースローン契約について 

 ファンド又は当社グループがＳＰＣを利用してファンドが間接的に投資する不動産は、SPCは金融機関からノン

リコース条件（融資の引当てとなる資産の範囲を限定し、担保となる資産以外は遡及されない条件。本件では引当

資産の範囲は投資対象資産となり、元利金返済の原資は投資対象資産からのキャッシュフローとなります。）のロ

ーンによる資金調達を行います。但し、通常の場合、ローン契約において、上記ノンリコース条件とは別に、ＳＰ

Ｃ及び当社を含むＳＰＣ側の関係者の不法行為等があった場合や、不動産ファンド運営の前提となる事実が整って

いなかった場合等（担保物件となる投資対象資産の実質的所有権をファンドが得ていなかった場合等）、ＳＰＣが

貸付人に発生した損害等を賠償する旨の規定があります。当社は、かかるＳＰＣの債務を保証しております。した

がって、これら事由が現実に発生した場合には、当社グループはＳＰＣのローンに関し、貸付人に対する賠償義務

を負担することになります。但し、当社創業以来これらリスクが現実化したことはありません。 

⑥ 不動産開発・ソリューション事業について 

ⅰ 当社グループの不動産ファンドとの利益相反関係 

 当社グループが不動産ファンドから不動産開発物件等を購入する場合にはファンド投資家と当社グループとの

利益相反が生じる恐れがありますので、自主管理ルール（少なくとも３社の不動産鑑定事務所に鑑定を依頼し、

うち最も高い価格にて当社がファンドより購入する等）に従って購入します。他方、当社グループが開発を完了

した物件であってファンドの組入れ基準に合致する物件を当社不動産ファンドに売却する場合には、同様の自主

ルールに従い、当社グループよりファンドに対して売却を行います。いずれの場合におきましても、ファンド投

資家への運用報告書にて当該事実関係のディスクロージャーを行い、投資家の注意を喚起しております。 

ⅱ 金融機関からの資金の調達について 

 当社グループは、不動産開発・ソリューション事業を行う際の資金を、主として金融機関からの借入金により

調達しているため、有利子負債への依存度が高い水準にあります。従って、現在の金利水準が変動した場合には

当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また今後の借入金が計画通りに実行出来な

かった場合には、事業運営において影響を与える可能性があります。今後、当社グループとしては、資金調達の

手段の多様化に積極的に取り組み、自己資本の充実に注力する方針であります。 

⑦ 当社グループの事業を取り巻く経営環境について 

ⅰ 不動産市況の動向について 

 不動産市況は金融機関による不良債権の処理の活発化、減損会計の導入に対応するための不動産の流動化、ノ

ンリコースローン等の新しいファイナンス手法の開発及び低金利を背景に、市場に大量の資金流入があり成長し

てまいりました。しかし、日本経済のファンダメンタルが今後急速に悪化した場合、不動産市場の悪化により、

当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 



ⅱ 競合について 

 不動産ファンド市場においては、不動産投資及び金融に関する高い専門能力と知識、経験が不可欠であり、経

済的に採算性を確保できる規模を構築するための時間、人材及び投資家に対する投資収益のパフォーマンス実績

を必要とするため、新規参入が困難であると考えられます。しかしながら、低金利を背景に、不動産ファンド市

場に大量の資金流入があり、不動産投資信託の上場をはじめとする不動産ファンド市場の成長に伴い、新規参入

会社や既存会社との競合激化が予想され、安定した収入が獲得できる不動産の発掘が困難となり、取得価格の上

昇により、運用資産残高の低迷や投資収益率の低下が起きた場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

 また、不動産開発・ソリューション事業においても、不動産投資顧問事業と同様に、不動産ファンドや既存会

社等との新規物件獲得における競合がより激しくなることが予想されるため、新規物件の購入ができないこと

や、物件取得価格の上昇により売却利益が低下することが考えられます、この場合、当社グループの業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

⑧ 不動産について 

ⅰ 不動産の流動性、取引コスト等に関するリスク 

 一般的に、不動産には代替性がなく、流動性が低く、また、それぞれの物件の個性が強いものであり、売却及

び取得に多くの時間と費用を要します。不動産の売買に予想よりも多くの時間と費用が費やされた場合又は不動

産を取得若しくは売却できなかった場合には、収益等に悪影響をもたらす可能性があります。 

ⅱ 不動産の欠陥・瑕疵に関するリスク 

 当社は、不動産の欠陥、瑕疵等によりファンドが思わぬ損害を被る可能性がないよう、投資対象不動産の選

定・取得の判断を行うに当たって専門業者からエンジニアリングレポート（対象不動産の施設設備等の詳細情報

や建物の修繕履歴、地震リスクや地盤調査の結果等を記したもの）を取得する等の調査を行いますが、不動産に

は、権利、地盤地質、構造、環境等に関して欠陥、瑕疵が存在している可能性があります。これらについて売主

に対象期間内での瑕疵担保責任を負担させることとしているものの、その期間は「宅地建物取引業法」上売主が

不動産会社の場合には引渡の日から２年間に限定されるために、必ずしも売主が担保責任を負うとは限りませ

ん。不動産に欠陥や瑕疵等があった場合には、物件の稼動率の低下、賃料の値下げ、追加の各種費用の発生によ

り収益に悪影響を与える可能性があります。 

ⅲ 売主の倒産等の影響を受けるリスク 

 一般的に、不動産を売却した後に売主が倒産手続に入った場合、当該不動産の売買が管財人により否認される

ことがあります。また、財産状態が健全でない売主が不動産を売却した場合に、当該不動産の売買が当該売主の

債権者により詐害行為を理由に取り消されること（いわゆる否認及び詐害行為のリスク）、さらに、当該取引に

おいて、当事者に真正な売買の意思がなく、不動産があくまで担保として買主に譲渡されているにすぎないと解

される場合には、当該不動産は実質的に売主が所有するものであるとして、当該不動産が破産者等である売主の

財産に属するとみなされること（いわゆる真正譲渡でないとみなされるリスク）があります。その結果、ファン

ドは、不動産の所有権を取得できず、また売買代金の返還も受けられなくなる可能性があります。このような事

態に対して当社としては、可能なかぎり売主の財務状況の把握などを行っております。しかし現実に事態が発生

した場合には、不動産を取得することが不可能となり、機会損失が発生する可能性があります。 

ⅳ 不動産に関する権利関係の複雑性及び不動産登記に公信力がないことに由来するリスク 

 不動産をめぐっては、さまざまな権利義務が発生する可能性があります。日本の不動産登記には公信力（公示

を信頼して取引した者には、公示通りの権利状態があったのと同様の保護を与える力）がないことから、登記を

信頼して取引した場合でも保護されないことがあります。また登記から事前に不動産に係る権利義務を知りえな

い場合があります。従って、取得した権利が第三者の権利や行政法規等により制限を受けたり、第三者の権利を

侵害していることが後になって判明する可能性があります。このような事態に対して当社グループとしては、第

三者から不動産に関する情報を可能なかぎり入手するなどを行っております。しかし現実に事態が発生した場合

には、不動産を取得することが不可能となり、機会損失が発生する可能性があります。 



ⅴ 不測の事故・自然災害による損害リスク 

 当社グループが運用するファンドの投資対象不動産及び不動産開発・ソリューション事業における開発・ソリ

ューション物件は、東京都心部及び周辺部だけではなく地方都市へ分散しておりますが、火災、暴動、テロ、地

震、噴火、津波等の不測の事故・自然災害がファンドの投資する不動産物件の存在する地域で発生した場合、不

動産が滅失、劣化又は毀損し、賃貸収入が激減し、突発的に大規模修繕のための支出が必要となり、又は将来の

売却価値が著しく減少する可能性があります。また、不測の事故・自然災害により、不動産投資に対する投資マ

インドが冷え込み、当社グループの事業展開に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 これらの不測の事故・自然災害による損害リスクに対応するため、取得する投資対象不動産に関して、原則的

として適切な火災保険・施設賠償保険・利益保険を付保いたしております。ただし地震保険については、個々の

物件の状況に応じて付保しております。しかし、投資対象不動産等の個別事情等により、保険契約が締結されな

い可能性、保険契約で支払われる上限額を上回る損害が発生する可能性、保険契約でカバーされない災害等が発

生する可能性又は保険契約に基づく支払いが保険会社により行われず若しくは遅れる可能性も否定できません。

また、保険金が支払われた場合でも、行政上の規制その他の理由により事故発生前の状態に回復させることがで

きない可能性があります。これら保険の付保による費用の増加により、ファンドの収益等に悪影響を与え、また

当社グループの業績にも悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑨ 法的規制について 

ⅰ 不動産投資顧問事業に係る法的規制について 

 当社グループは、ファンドより委託を受けて、不動産投資顧問事業において匿名組合出資により資金を調達し

ておりますが、平成16年６月２日に「証券取引法等の一部を改正する法律（平成16年法律第97号）」が成立した

ことにより、平成16年12月１日から匿名組合出資がみなし有価証券として取り扱われることとなりました。この

ため、当社グループが運用する不動産ファンドにおいて、不動産信託受益権に投資する匿名組合方式での出資は

有価証券とみなされます。かかる改正により、匿名組合出資の募集行為は証券取引法上の「証券業」に該当する

こととなりました。証券業者ではない当社が匿名組合出資の募集行為を行うことはできません。 

 当社が匿名組合出資金そのものの運用助言を行う場合、かかる行為は、「有価証券に係る投資顧問業の規制等

に関する法律」上の投資顧問業に該当するため、同法による規制及び金融庁の監督を受けることになりました。

投資顧問業を行うためには登録が必要であり、今後当社が運営するファンドについて同法の規制を受けることが

あるため、当社は、「有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律」第４条に基づく投資顧問業者としての

登録（登録番号関東財務局長第1326号）を行っております。当該登録については、有効期間はありませんが、仮

に同法第38条において規定されている、登録の取消事由等に該当する何らかの問題が発生した場合には、業務停

止命令や登録の取消処分を受ける可能性があります。  

 また、当社グループが運用するファンドは実物不動産への投資ではなく、信託受益権への投資を行うスキーム

を活用していますが、平成16年11月26日に「信託業法（平成16年法律第154号）」が成立し、信託業法が改正さ

れたことにより、当社が業務としている不動産ファンドから受託しているマネジメント業務が信託受益権販売業

（信託の受益権の販売又はその代理若しくは媒介を行う営業のことをいいます。以下、「販売等」といいま

す。）に該当する場合があります。マネジメント業務において、当社が運用する不動産ファンドの不動産信託受

益権の販売等を行う時には、説明義務が生じるなど、信託業法上の規制が加えられます。このため当社は、「信

託業法」第86条に基づき信託受益権販売業者としての登録（登録番号関東財務局長（売信）第46号）を行ってお

ります。信託受益権販売業者としての登録の有効期間は、平成17年４月15日から平成20年４月14日までとなって

おります。仮に同法第102条に規定されている、登録の取消事由等に該当する何らかの問題が発生した場合に

は、業務停止命令や登録の取消処分を受ける可能性があります。 

 当事業の継続には前述のとおり投資顧問業者及び信託受益権販売業者の登録が必要ですが、提出日現在におい

て、当社はこれらの登録の取消し事由に該当する事実はないと認識しております。仮に該当する事実が発生し、

登録取消等の事態が発生した場合には、当社グループの業務の遂行に支障をきたすとともに業績に重大な影響を

与える可能性があります。 

 今後のさらなる法律・規制の改正により、従来のファンドのスキームにおいても当社グループ及びファンドが

許認可を得る必要が生じる可能性があります。また、当社グループが新たなスキームによりファンドを組成する

こととなった場合に、当社グループ及びファンドが現行の「資産の流動化に関する法律」、「不動産特定共同事

業法」及び「投資信託及び投資法人に関する法律」等の法律の規制を受ける可能性があります。これらの法改正

あるいは法の適用により、ファンドの組成・運用や開示体制等に変更が必要となる場合には、ファンドの組成、

投資スキーム又は投資内容に関する情報開示等新たな規制により追加の費用が発生する可能性があり、当社グル

ープの業績及びファンドの収益に悪影響を与える可能性があります。 



ⅱ 不動産開発・ソリューション事業に係る法的規制について 

 当社グループは、不動産開発・ソリューション事業への本格的な展開を開始しております。かかる事業に関し

ては、「国土利用計画法」、「建築基準法」、「都市計画法」、「建設業法」、「建築士法」、「借地借家法」

及び不動産のリニューアル後の利用目的に応じた法的規制を受けることとなります。また、不動産の売買・賃貸

の代理、媒介等を行う場合には、「宅地建物取引業法」第３条に基づく免許が必要であり、同免許を取得してお

ります（免許番号東京都知事(1）第81181号）。当該免許の有効期間は、平成14年９月21日から平成19年９月20

日までとなっております。また、同法第65条から第67条に規定されている免許の取消事由等に該当する何らかの

問題が発生した場合には、業務停止処分あるいは免許取消処分を受ける可能性があります。当事業の継続には前

述のとおり宅地建物取引業者免許が必要ですが、提出日現在において、当社はこれらの免許の取消しまたは更新

欠落の事由に該当する事実はないと認識しています。しかしながら、将来、何らかの理由により免許の取消等が

あった場合には、当社グループの業務の遂行に支障をきたすとともに業績に重大な影響を与える可能性がありま

す。 

⑩ 有能な人材やキーパーソンの確保や育成について 

 当社グループの将来の成長は有能な人材やキーパーソンに大きく依存するため、高い専門性と豊富な経験を有す

る「金融」と「不動産」のプロフェッショナルの新たな確保と育成は欠かすことのできない条件であると言えま

す。現在は業暦が浅いこともあり、当社グループ事業のノウハウは当社代表取締役社長である林正道を中心として

代表取締役副社長の髙東雅志など少人数の役職員に依存しております。今後は有能な人材やキーパーソンを多数確

保・育成し、成長への基盤とする必要があります。しかし、当社グループの属する市場が今後拡大し、競争が激化

すれば競合他社との人材獲得競争も激化し、当社グループの人材が外部に流出する可能性も否定できません。した

がって、今後当社グループが必要とする人材やキーパーソンの確保又は育成が計画どおりに実現できなかった場合

には、当社グループの将来の成長及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 一方、高い専門性と豊富な経験を有する「金融」と「不動産」のプロフェッショナルの積極的な採用は、採用コ

ストを時に大きく増大させる可能性があります。また、高い専門性と豊富な経験を維持し、進歩させるためには既

存従業員の継続的な教育・研修が必要不可欠となりますが、このような教育・研修はコストの増加を伴う可能性が

あります。さらに、このような人材を社内に確保し、外部に流出させないためには、多大な人件費を必要とする可

能性があります。これらのコストの増加は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 本文中に記載した予想、予見、見込み、見通し、方針、所存等の将来に関する事項は、本報告書提出日現在におい

て判断したものであり、将来に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、将来

生じる実際の結果と異なる可能性を含んでおりますのでご留意ください。 

１．重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。当社グループ経営陣は、財務諸表の作成に当たりまして、営業債権、たな卸資産、投資、法人税等、財務活動、

偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対して、継続して評価を行っております。当社グループ経営陣は、過去

の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行い、その結果は、他の方法では

判断しにくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数値についての判断の基礎となります。実際の結果は、見積り

特有の不確実性があるため、これらの見積りとは異なる可能性があります。 

２．当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析 

財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、154,552百万円と、対前年同期比で642.8%、133,745百万円増加しま

した。この増加は主に、不動産開発・ソリューション事業を中心とした土地建物の買収に伴うたな卸資産および前渡

金の増加等によるものです。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、4,433百万円と、対前年同期比で19.9%、734百万円増加しました。

この増加は主に、上場不動産投資法人及び匿名組合出資などである投資有価証券の増加等によるものです。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、106,762百万円と、対前年同期比で743.9%、94,110百万円増加しま

した。この増加は主に、短期借入金の増加や、稼働中のたな卸資産の購入に伴う預り保証金敷金の増加等によるもの

です。 

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、19,620百万円と、対前年同期比で134.7%、11,260百万円増加しまし

た。この増加は主に、長期借入金の増加等によるものです。 

（資本） 

当連結会計年度末における資本の残高は、32,594百万円と、対前年同期比で834.5%、29,106百万円増加しました。

この増加は主に、平成17年６月の上場時および平成18年１月の増資による資本金や資本剰余金の増加、ならびに当期

純利益等によるものです。 



経営成績の分析 

（売上高） 

当連結会計年度の売上高は、不動産投資顧問事業においてグループの運営するファンドの運用資産残高の増加によ

り報酬が増加したほか、不動産開発・ソリューション事業においても積極的な投資活動を行ったことから、不動産投

資顧問事業売上が12,558百万円（前年同期比94.5%増）、不動産開発・ソリューション事業売上が18,902百万円（前

年同期比191.5%増）と、それぞれ大きく売上を伸ばしております。 

（販売費及び一般管理費） 

 当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、4,809百万円となっております。このうち主なものは、給与及び賞与

が1,007百万円、租税公課が443百万円、ファンド募集に関する媒介手数料が300百万円となっております。 

（営業利益） 

 当連結会計年度における営業利益は、売上高が大きく増加した一方、不動産開発・ソリューション事業における売

上原価も大きく増加したことなどから、9,232百万円（前年同期比63.3%増）と大幅に増加したものの、営業利益率は

29.3％（前年同期比14.4ポイント減）となりました。 

（営業外収益、営業外費用） 

 当連結会計年度における営業外収益は25百万円（前年同期比668.4%増）、営業外費用は1,222百万円（前年同期比

216.0%増）となりました。営業外費用のうち、541百万円は支払利息であり、432百万円はコミットメントライン契約

に基づくアレンジメントフィー等の支払手数料であります。 

（経常利益） 

 当連結会計年度における経常利益は、8,035百万円（前年同期比52.5%増）となりました。営業利益同様、売上高の

増加が寄与しております。 

（特別利益、特別損失） 

 当連結会計年度における特別利益は72百万円（前年同期は発生しておりません）、特別損失は5百万円（前年同期

比88.2%減）となりました。特別利益は関係会社の株式売却に伴う利益であり、特別損失は、固定資産除却損及び事

務所移転費用であります。 

（税金等調整前当期純利益） 

 当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、売上高の増加が寄与した結果、8,103百万円（前年同期比

55.1%増）となりました。 

（法人税等） 

 当連結会計年度における法人税等は、当期純利益の増加に基づく課税所得の増加に伴う法人税、住民税及び事業税

の増加などにより、3,473百万円（前年同期比61.3%増）となりました。 

（当期純利益） 

 当連結会計年度における当期純利益は、上記の諸要因の結果、4,628百万円（前年同期比50.6%増）となりました。



３．資本の財源及び資金の流動性についての分析 

（資金需要） 

 当社グループの資金需要のうち主なものは、不動産投資顧問事業におけるファンド組成時等の物件取得に係る一時

的な繋ぎ資金や、ファンド募集に関する顧客紹介手数料、及び人材確保・育成のための人件費などのほか、不動産開

発・ソリューション事業におけるたな卸資産取得のための開発資金などとなっております。 

（資金の源泉） 

 当社グループの資金の源泉としては、不動産投資顧問事業の主要な売上要因となっているアセットマネジメント収

入等による営業キャッシュ・フローがあります。また、不動産開発・ソリューション事業におけるたな卸資産の取得

をはじめとする多額の資金需要があり、増資による資金や、借入金の増加による資金を源泉としております。 

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 特記すべき事項はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備の状況は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額「その他」は、主なものは器具備品であります。金額には消費税等は含まれておりません。 

２．賃借中の主な設備は次のとおりであります。 

３．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 
帳簿価額（百万円） 

従業員数 
(人) 

建物 その他 合計 

本社 

(東京都千代田区) 

不動産投資顧問事業

及び不動産開発・ソ

リューション事業並

びに管理部門 

本社設備 80 41 122 75（ 35)

名称 
事業の種類別セグメントの
名称 

契約面積（㎡） 賃借料（百万円） 

本社事務所 

不動産投資顧問事業及び不

動産開発・ソリューション

事業並びに管理部門 

1,252.28 138 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  (注)  平成17年12月26日開催の取締役会決議により、平成18年4月1日付で１株につき５株とする株式分割を行ってお

ります。これにより会社が発行する株式の総数は2,000,000株増加し、2,500,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

 （注） 発行済株式は全て完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。 

(2）【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 500,000 

計 500,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月14日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 145,000 725,000 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 145,000 725,000 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１.会社設立        1,072株 

発行価格   50,000円 

資本組入額  50,000円 

発起人    株式会社シンプレクス・ホールディング、日興コーディアル証券株式会社 

２.有償第三者割当増資    928株 

発行価格   50,000円 

資本組入額  50,000円 

割当先    日興コーディアル証券株式会社 

３. 有償第三者割当増資    150株 

発行価格   81,000円 

資本組入額  81,000円 

割当先    エスアイエイ株式保有組合 

４．株式分割（1：10）によるものであります。 

５. 有償第三者割当増資   1,500株 

発行価格   29,000円 

資本組入額  29,000円 

割当先    エスアイエイ株式保有組合 

６. 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 3,500株 

発行価格   3,300,000円 

資本組入額  1,232,500円 

払込金総額  10,741百万円 

７．株式分割（1：５）によるものであります。 

８. 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 8,500株 

発行価格   1,183,400円 

資本組入額  555,100円 

払込金総額  9,436百万円 

  有償第三者割当増資   4,000株 

発行価格   1,183,400円 

資本組入額  555,100円 

割当先    日興コーディアル・ホールディングス・リミテッド東京支店 

９. 平成18年4月1日付で１株につき５株とする株式分割を行っております。これにより発行済株式総数は 

    580,000株増加し、725,000株となっております。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

平成14年 6月 6日 

（注）１ 
1,072 1,072 53 53 ― ― 

平成14年 7月31日 

（注）２ 
928 2,000 46 100 ― ― 

平成15年12月20日 

（注）３ 
150 2,150 12 112 ― ― 

平成16年 4月 3日 

（注）４ 
19,350 21,500 ― 112 ― ― 

平成16年 7月17日 

（注）５ 
1,500 23,000 43 155 ― ― 

平成17年 6月 7日 

（注）６ 
3,500 26,500 4,313 4,469 6,427 6,427 

平成17年 9月 9日 

（注）７ 
106,000 132,500 ― 4,469 ― ― 

平成18年 1月26日 

 （注）８ 
12,500 145,000 6,938 11,408 7,231 13,659 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．前事業年度末では主要株主でなかった㈱日興コーディアルグループは、当事業年度末現在では主要株

主となっております。 

    ２．前事業年度末では主要株主であったエスアイエイ株式保有組合は、当事業年度末現在では主要株主で

はなくなっております。 

  

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 14 8 218 37 2 7,038 7,317 ― 

所有株式数

（株） 
― 1,324 16,520 2,392 49,451 3 75,310 145,000 ― 

所有株式数の

割合（％） 
― 0.91 11.39 1.65 34.11 0.00 51.94 100.00 ― 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

シンプレクス・ホールディング組合 東京都新宿区四谷1-19-2 46,000 31.72 

日興コーディアル・ホールディング

ス・リミテッド東京支店 
東京都中央区日本橋兜町6-5 42,650 29.41 

㈱日興コーディアルグループ 東京都中央区日本橋兜町6-5 15,350 10.58 

エスアイエイ株式保有組合 東京都千代田区丸の内1-2-1 12,500 8.62 

ドイチェ バンク アーゲー ロンド

ン ピービー ノントリティー クライ

アンツ 613 

 （常任代理人 ドイツ証券㈱） 

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT  

WINCHESTER STREET LONDON EC2N  

2DB,UK 

（東京都千代田区永田町2-11-1） 

2,286 1.57 

サンライズ 

  

 （常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

カストデイ業務部） 

P.O. BOX 3600 ABU DHABI UNITED 

 ARAB EMIRATES 

（東京都千代田区丸の内2-7-1） 

  

1,289 0.88 

みずほ証券㈱ 東京都千代田区大手町1-5-1 1,113 0.76 

アイビージェイ アジア セキュリテ

ィーズ エルティディークライアント 

アカウント 

 （常任代理人 ㈱みずほコーポレート

銀行兜町証券決裁業務室） 

17TH FLOOR, TVO PACIFIC PLACE 

 88 QUEENSVAY, HONG KONG 

  

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

  

912 0.62 

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 838 0.57 

モルガン・スタンレー・アンド・カン

パニー・インターナショナル・リミテ

ッド 

 （常任代理人 モルガン・スタンレー

証券会社東京支店） 

25 Cabot Square, Canary Wharf, 

 London E14 4QA England 

  

（東京都渋谷区恵比寿4-20-3） 

  

603 0.41 

計 － 123,541 85.20 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 145,000 145,000 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 145,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 145,000 ― 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数(株) 

他人名義所有株
式数(株) 

所有株式数の合
計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

（注）平成18年６月14日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、会社法165条第２項の

規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

当社は、利益配分につきましては、経営の最重要課題としてとらえ、将来の事業展開と経営基盤の強化のために

必要な内部留保資金を確保しつつ、業績に応じた配当を継続的に行うことを基本方針としております。 

  また内部留保資金の使途といたしましては、不動産投資顧問事業においては、ファンドの組成までの不動産物件

の繋ぎ資金として利用し、不動産開発・ソリューション事業においては、不動産の購入及び開発等の資金として利

用する予定でおります。 

当期の配当につきましては、昨年６月に東京証券取引所マザーズ市場に上場できましたことから、記念配当とし

て1株3,000円の配当を実施しております。 

また平成18年5月に施行された会社法により、配当に関する制限が撤廃されますが、当社においては従来どおり年

2回（中間及び期末）の配当制度を継続いたします。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成17年６月７日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２．□印は株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

２．□印は株式分割による権利落後の株価であります。 

  平成18年６月14日現在

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － 
6,270,000 

        □  182,000 

最低（円） － － － 
4,010,000 

        □  163,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 992,000 1,150,000 1,270,000 1,390,000 1,150,000 
985,000 

□  182,000 

最低（円） 702,000 886,000 887,000 1,010,000 722,000 
862,000 

□  163,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（株） 

取締役会長 ― 岡野 順 昭和22年8月10日生 

 昭和46年４月 日興證券株式会社（現株式会社日興

コーディアルグループ）入社 

 平成９年６月 日興證券株式会社 取締役就任 

 平成11年２月 日興ソロモン・スミス・バーニー・

リミテッド（現日興シティグループ

証券株式会社）取締役ジョイント・

チーフ・エグゼクティブ・オフィサ

ー就任 

 平成16年６月 同社取締役兼代表執行役ジョイン

ト・チーフ・エグゼクティブ・オフ

ィサー 

 平成17年３月 同社顧問就任 

 平成17年４月 当社顧問就任 

 平成17年６月 当社取締役会長就任（現任） 

― 

取締役社長 

（代表取締役） 
― 林 正道 昭和31年2月8日生 

 昭和54年４月 日興不動産株式会社入社 

 平成11年７月 日興證券株式会社 (現株式会社日興

コーディアルグループ) 入社 

 平成13年７月 同社不動産業務室長 

 平成14年４月 日興コーディアル証券株式会社不動

産業務室長 

 平成14年６月 当社設立 代表取締役社長就任（現

任） 

― 

取締役副社長 

（代表取締役） 

経営管理本部長 

兼経営企画部長 
髙東 雅志 昭和37年9月29日生 

 昭和60年４月 東京貿易株式会社入社 

 平成元年10月 大原簿記学校会計士科常勤講師 

 平成２年10月 KPMG LLPニューヨーク事務所入社 

 平成６年12月 公認会計士登録 

 平成８年２月 KPMGコーポレート・ファイナンス株

式会社入社 

 平成12年８月 株式会社シンプレクス・テクノロジ

ー取締役就任 

 平成14年６月 当社取締役就任 

 シンプレクス・アセット・マネジメ

ント株式会社取締役就任 

 平成15年３月 株式会社シンプレクス・リアルティ

取締役就任 

 平成15年７月 当社代表取締役副社長就任（現任） 

― 

 取締役 リスク統括部長 中野 信義 昭和22年11月23日生 

 昭和47年４月 新日本製鐵株式会社入社 

 昭和60年４月 日興證券株式会社 （現株式会社日興

コーディアルグループ）入社 

 平成11年２月 日興ソロモン・スミス・バーニー・

リミテッド（現日興シティグループ

証券株式会社）マネジングディレク

ター 

 平成14年４月 株式会社証券保管振替機構取締役就

任 

 平成17年７月 当社取締役就任（現任） 

 平成17年10月 リスク統括部長就任（現任） 

― 

 取締役 業務統括部長 山岡 憲治  昭和34年4月27日生  

 昭和58年４月 日興證券株式会社 （現株式会社日興

コーディアルグループ）入社 

 平成14年９月 当社業務部（現業務統括部）入社 

部長就任（現任）  

 平成17年６月 当社執行役員就任 

 平成17年７月 株式会社シンプレクス・リート・パ

ートナーズ取締役就任（現任） 

 平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

― 

 



（注）１．取締役井出保夫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役鈴木一夫、小林穣及び永山明彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。 

執行役員は3名で、アセットマネジメント事業本部共同本部長兼ファシリティマネジメント部長竹村清

孝、アセットマネジメント事業本部共同本部長兼資産運用部長野崎義雄、不動産開発本部長兼不動産開発

部長木村隆で構成されております。 

４．エスアイエイ株式保有組合は当社株式62,500株を組合財産として組合員（当社グループ取締役及び従業員

によって構成される）が共有しております。保有株式のうち、代表取締役社長林正道は持分割合株式（当

該組合が保有する当社株式のうち当該組合員の持分割合に対応する部分）20,902株を、代表取締役副社長

髙東雅志は持分割合株式6,270株を、取締役山岡憲治は持分割合株式2,926株をそれぞれ保有しておりま

す。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（株） 

取締役 ― 井出 保夫 昭和37年4月6日生 

 昭和60年４月 秀和株式会社入社 

 平成元年３月 オリックス株式会社入社 

 平成６年７月 株式会社シンクタンク藤原研究所取

締役就任 

 平成11年12月 井出不動産金融研究所所長就任（現

任） 

 平成16年７月 当社取締役就任（現任） 

― 

常勤監査役 ― 鈴木 一夫 昭和34年1月18日生 

 昭和56年４月 株式会社日本長期信用銀行（現株式

会社新生銀行）入行 

 平成12年７月 株式会社新生銀行本店法務コンプラ

イアンス統轄部次長 

 平成14年12月 スタンダードチャータード銀行東京

支店法務コンプライアンス統括本部

長 

 平成16年７月 当社監査役就任（現任） 

― 

監査役 ― 小林 穣 昭和46年5月15日生 

 平成９年４月 弁護士会登録 

 友常木村法律事務所（現アンダーソ

ン・毛利・友常法律事務所）入所

（現任） 

 平成16年７月 当社監査役就任（現任） 

― 

監査役 ― 永山 明彦 昭和37年7月25日生 

 平成60年４月 日興證券株式会社（現株式会社日興

コーディアルグループ） 入社 

 平成５年７月 日興ヨーロッパ株式会社 出向 

 平成17年２月 株式会社日興コーディアルグループ

法務部長 

 平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

 平成18年２月 株式会社日興コーディアルグループ

グループ企画部長(現任) 

― 

計 ― 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、株主重視の考え方に立脚し、株主価値を高めるため、コーポレート・ガバナンスの強化を図っておりま

す。また、法令遵守を徹底したコンプライアンス体制に基づく公正で誠実な組織運営により、質の高いアセット・マ

ネジメントサービスの提供に努めております。 

 当社の業務である不動産投資顧問業は、高度なビジネススキルと知識を有する人材を必要とするとともに、市場の

変化に対し、的確かつ迅速な意思決定を行える組織を必要としておりさらに、外部からの透明性が保たれることも必

要と考えております。 

 また、当社では、株主の皆様にはタイムリーな経営内容の開示を行い、また、ファンドの投資家の皆様には投資内

容、投資結果及び不動産内容のタイムリーかつ明瞭な開示を実施することを目標に、より一層強力なディスクローズ

体制を構築していく方針であります。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他の体制の状況 

 当社は、取締役、監査役制度により、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。提出日現在において、

取締役6名中1名、監査役3名中3名を社外から迎え、経営上の重要事項等につきましては、機動的に取締役会を招集・

開催のうえ、審議・決定を行っております。 

 また、当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しており、提

出日現在において、執行役員3名を選任しております。 

 監査役は当社監査基準及び監査計画に基づき、取締役会等重要な会議への出席や、業務及び財産の状況調査によ

り、業務及び会計監査を実施しております。 

 加えて、スタッフ1名による内部監査室が内部監査規程に則り、毎年度計画的に各部門を対象とした内部監査を実

施いたします。また、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する審議を実施することといたしま

した。これらの施策により各部門の内部統制及び法令等の遵守状況の確認を行い、コンプライアンスの徹底を図って

まいります。 

② 委員会の概要 

当社では、投資政策委員会を設けてファンド運用基本戦略を検討し、一定の基準に合致する重要な投資案件につい

ては、取締役会での承認前に様々な観点からリスクを検討し、その実行を包括的に議論しております。 

 また、当社ではコンプライアンス委員会を設けて、当社を取り巻く法令、諸制度、社会規範等コンプライアンス環

境について広く検討を行い、全社的なゆるぎない法令遵守体制の確立及び啓蒙、違法行為の未然防止に努めていく等

を目的として、定期的に討議を行っております。 

③ 弁護士・監査法人等その他その他の第三者の状況 

弁護士につきましては、不動産投資顧問事業に精通した法律事務所と法律顧問契約を締結しております。 

また、以下の公認会計士が当社の会計監査業務を執行いたしました。 

    (注)継続監査年数については、7年以内であるため、記載を省略しております。 

 監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には公認会計士5名及

び会計士補7名ならびにその他の補助者3名から構成されております。 

内部監査、監査役監査、会計監査は、相互に監査計画策定時点から連携を図っており、監査実施においても随時適

時適切な相互連絡体制の下監査が実施されております。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

清 水    毅 中央青山監査法人 ― 

森 川   祐 亨 中央青山監査法人 ― 



④ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係及び取引関係その他の利害関係の概要 

 当社社外取締役井出保夫が所長であります、井出不動産金融研究所との間には、人的、資本的及び取引関係はあり

ません。 

 社外監査役鈴木一夫は、当社の常勤監査役であり、当社との人的、資本的及び取引関係はありません。 

 社外監査役小林穣は、アンダーソン・毛利・友常法律事務所の弁護士であり、当社との人的、資本的及び取引関係

はありません。 

 社外監査役永山明彦は、株式会社日興コーディアルグループの従業員であり、当該会社は当社の親会社でありま

す。 

(3) コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

当期におきましては、毎月1回以上の取締役会を開催し、十分に議論を尽くした上で重要な事項の意思決定を行っ

ております。 

また、前述いたしましたように、コーポレート・ガバナンスの充実、コンプライアンスの徹底、適切かつ適時な情報

開示の実施等を目的として、執行役員制度の導入、内部監査の一層の充実、コンプライアンス委員会の設置、リスク

統括部の設置、業務統括部の人員増強等の施策を実施いたしました。 

  

  

(4) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度（自 平成17年 4月 1日  至 平成18年 3月31日） 

社内取締役に支払った報酬総額                 101百万円 

社外取締役に支払った報酬総額                   7百万円 

監査役に支払った報酬総額                    15百万円 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬        13百万円 

上記以外の監査法人への報酬                   1百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16

年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

３．金額単位の変更について 

 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、比較を容

易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  3,397 10,646 

２．営業未収入金  1,115 1,173 

３．たな卸資産 ※３ 15,949 140,691 

４．繰延税金資産  152 221 

５. 前渡金  － 1,289 

６．その他  190 530 

流動資産合計  20,806 84.9 154,552 97.2

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  67 94   

減価償却累計額  3 63 11 82 

２．器具備品  33 46   

減価償却累計額  7 25 17 29 

３．運搬具  － 31   

減価償却累計額  － － 8 22 

有形固定資産合計  89 0.4 134 0.1

(2）無形固定資産  2 0.0 13 0.0

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※1,2 3,379 3,771 

２．出資金  51 96 

３．敷金保証金  142 358 

４．繰延税金資産  26 52 

５．その他  7 8 

投資その他の資産合計  3,606 14.7 4,285 2.7

固定資産合計  3,698 15.1 4,433 2.8

資産合計  24,505 100.0 158,985 100.0

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．短期借入金 ※3,4 8,890 96,843 

２．未払金  398 1,412 

３．未払法人税等  2,135 2,513 

４. 役員賞与引当金  － 250 

５. 修繕引当金  － 487 

６. 預り敷金保証金  858 4,743 

７．その他  369 512 

流動負債合計  12,651 51.6 106,762 67.2

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※3,4 8,300 19,490 

２．長期インセンティブ引
当金 

 60 130 

固定負債合計  8,360 34.2 19,620 12.3

負債合計  21,012 85.8 126,382 79.5

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  4 0.0 8 0.0

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※５ 155 0.6 11,408 7.2

Ⅱ 資本剰余金   － － 13,659 8.6

Ⅲ 利益剰余金  3,330 13.6 7,524 4.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 1 0.0 2 0.0

資本合計  3,488 14.2 32,594 20.5

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 24,505 100.0 158,985 100.0

     



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   12,943 100.0  31,461 100.0

Ⅱ 売上原価   3,326 25.7  17,419 55.4

売上総利益   9,617 74.3  14,041 44.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,963 30.6  4,809 15.3

営業利益   5,653 43.7  9,232 29.3

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   0 0   

２．受取配当金   0 0   

３．賃貸収入   2 0   

４．雑収入   0 3 0.0 25 25 0.0

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   132 541   

２．支払手数料   245 432   

３. 上場費用   － 117   

４. 新株発行費   － 125   

５．その他   8 386 3.0 6 1,222 3.8

経常利益   5,270 40.7  8,035 25.5

Ⅵ 特別利益      

１．関係会社株式売却益   － － － 72 72 0.2

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産除却損 ※２ 23 4   

２．事務所移転費用   10 1   

３．長期インセンティブ制度
導入に伴う過年度長期イ
ンセンティブ引当金繰入
額 

  11 44 0.3 － 5 0.0

税金等調整前当期純利益   5,225 40.4  8,103 25.7

法人税、住民税及び事業
税 

  2,297 3,569   

法人税等調整額   △143 2,154 16.7 △95 3,473 11.0

少数株主利益又は少数株
主損失（△） 

  △1 △0.0  1 0.0

当期純利益   3,072 23.7  4,628 14.7

       



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  －   －

Ⅱ 資本剰余金増加高    

   増資による新株の発行  － － 13,659 13,659

Ⅲ 資本剰余金期末残高  －   13,659

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  502   3,330

Ⅱ 利益剰余金増加高    

当期純利益  3,072 3,072 4,628 4,628

Ⅲ 利益剰余金減少高    

配当金  －   435 

役員賞与  245 245 － 435

Ⅳ 利益剰余金期末残高  3,330   7,524

       



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益  5,225 8,103

減価償却費  12 31

関係会社株式売却益  ― △72

連結調整勘定償却  ― 44

長期インセンティブ引当金の増加額  60 70

受取利息及び受取配当金  △0 △0

支払利息  132 541

営業未収入金の増減額  △186 171

たな卸資産の増加額  △15,949 △124,746

前渡金の増加額  ― △1,203

立替金の増減額  △13 24

未払金の増加額  241 583

預り敷金保証金の増加額  858 3,885

役員賞与の支払額  △30 △245

役員賞与引当金の増加額  ― 250

修繕引当金の増加額  ― 487

その他  △213 233

小計  △9,861 △111,841

利息及び配当金の受取額  0 0

利息の支払額  △127 △535

法人税等の支払額  △549 △3,293

営業活動によるキャッシュ・フロー  △10,537 △115,669

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △95 △74

無形固定資産の取得による支出  △1 △13

投資有価証券の取得による支出  △902 △18,787

投資有価証券の売却等による収入  ― 18,090

その他の関係会社有価証券の純増加額  △2,410 ―

関係会社出資金の払込みによる支出  △12 ―

出資金の払込みによる支出  △48 △69

出資金の回収による収入  ― 24

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等
の取得による収入 

※2 5 70

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等
の売却による支出 

※3 ― △18

敷金保証金の差入による支出  △119 △230

その他  33 △59

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,549 △1,069

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増加額  8,863 87,926

長期借入金による収入  10,800 23,990

長期借入金の返済による支出  △2,500 △12,800

株式の発行による収入  43 24,911

財務活動によるキャッシュ・フロー  17,206 124,028

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  3,119 7,290

Ⅵ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減
少額 

 ― △41

Ⅶ 現金及び現金同等物の期首残高  278 3,397

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 3,397 10,646



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 1.連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

㈲グローバル・リート・パートナー

ズA号 

㈲グローバル・リート・パートナー

ズB号 

   

㈲グローバル・リート・パートナーズA

号及び㈲グローバル・リート・パート

ナーズB号は当連結会計年度中に新規に

当社グループの自己勘定による不動産

開発事業を開始したため、連結の範囲

に含めております。 

  

1.連結子会社の数 ６社 

主要な連結子会社の名称 

㈲グローバル・リート・パートナー

ズA号 

㈱シンプレクス・リート・パートナ

ーズ 

㈲エスアイエイキング2号 

 ㈱シンプレクス・リート・パートナ

ーズは当連結会計年度中に設立したた

め、㈲エスアイエイキング2号は当連結

会計年度中に新規に当社グループによ

る不動産投資顧問事業物件を購入した

ため、それぞれ連結の範囲に含めてお

ります。 

 ㈲グローバル・リート・パートナー

ズB号は、当連結会計年度中に不動産開

発事業が終了したため、連結の範囲か

ら除外しております。また、㈱グリー

ンヴィスタゴルフ倶楽部は当連結会計

年度中に株式を取得したため連結の範

囲に含めましたが、同じく当連結会計

期間中に譲渡したため、連結の範囲か

ら除外しております。 

 2.非連結子会社 

㈲グローバル・リート・パートナー

ズD号 

非連結子会社は、当社グループが不動

産投資顧問事業に関連するファンド組

成を目的として設立し一時的に保有さ

れているだけであるため、連結の範囲

から除外しております。 

2.非連結子会社 

該当事項はありません。  

  

  

２．持分法の適用に関する事

項 

1.持分法適用の関連会社 

該当事項はありません。 

1.持分法適用の関連会社 

アマンテス・ゴルフ・アンド・リゾー

ツ投資事業有限責任組合 

アマンテス・ゴルフ・アンド・リゾー

ツ投資事業有限責任組合は、当連結会

計年度中に新規にゴルフ場再生事業を

目的として設立ししたため、持分法適

用の関連会社に含めております。 

 2.持分法適用の非連結子会社 

該当事項はありません。 

2.持分法適用の非連結子会社 

該当事項はありません。 

     

 3.持分法を適用しない関連会社 

該当事項はありません。 

3.主要な持分法を適用しない関連会社 

㈱グリーンヴィスタゴルフ倶楽部 

   持分法を適用しない関連会社は、重要

性に乏しいため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成に当たって、

連結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。 

 連結子会社のうち、㈲グローバル・リ

ート・パートナーズA号および㈲エスアイ

エイキング2号など５社の決算日は、12月

31日であります。連結財務諸表の作成に

当たって、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1)重要な資産の評価基準及

び評価方法 

1.有価証券 

その他有価証券 

1.有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用してお

ります。 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

ただし匿名組合出資金は個別法に

よっており、当社が出資する匿名

組合の損益のうち当社に帰属する

持分相当損益については、「売上

高」に計上するとともに「投資有

価証券」又は「その他の関係会社

有価証券」を加減する処理を行っ

ております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。  

ただし匿名組合出資金は個別法に

よっており、当社が出資する匿名

組合の損益のうち当社に帰属する

持分相当損益については、「売上

高」に計上するとともに「投資有

価証券」を加減する処理を行って

おります。  

 2.たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法を採用しており

ます。 

2.たな卸資産 

販売用不動産 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

1.有形固定資産 

定率法を採用しております。 

  

  

   

なお、主な耐用年数は以下の通りで

す。  

建物    ８～22年 

器具備品  ３～20年 

1.有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く。）は定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りで

す。 

建物    ８～22年 

器具備品  ３～20年 

運搬具     ４年 

 2.無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

2.無形固定資産 

 同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 

  

1.貸倒引当金 

 営業債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。な

お、当連結会計年度の繰入額はありま

せん。 

1.貸倒引当金 

 同左 

 2.長期インセンティブ引当金 

 長期インセンティブの支出に充てる

ため、内規に基づき当連結会計年度末

の要支給額を計上しております。 

2.長期インセンティブ引当金 

 同左 

 3.     ────── 

  

3.役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額を計上してお

ります。 

   

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「役員賞与の

会計処理に関する当面の取扱い」（企

業会計基準委員会実務対応報告第13号 

平成16年３月19日）に基づき、役員賞

与の支給見込額を役員賞与引当金とし

て計上しております。 

 これにより、当連結会計年度におい

て販売費及び一般管理費が250百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は、それぞれ同額少

なく計上されております。 

 4.     ────── 

  

4.修繕引当金 

 当社が保有する不動産に係る大規模

修繕の支出のうち、当連結会計年度に

おいて負担すべき費用を引当金として

計上いたしております。 

   

  

（追加情報） 

 当連結会計年度に取得した不動産に

おける大規模修繕工事計画に基づき、

費用計上見込額を修繕引当金として計

上しております。 

 これにより、当連結会計年度におい

て販売費及び一般管理費が487百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は、それぞれ同額少

なく計上されております。 

(4)重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

  同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5)繰延資産の処理方法  新株発行費 

 支出時に全額費用として計上してお

ります。 

 新株発行費 

 同左 

(6)その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

1.消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

1.消費税等の会計処理 

 同左 

 2.当社が組成するファンドへ譲渡した不

動産についての会計処理 

2.当社が組成するファンドへ譲渡した不

動産についての会計処理 

  販売用不動産のうち、当社が組成す

るファンドへ譲渡した不動産について

は、売却損益を純額で売上高に計上し

ております。 

 当社が組成するファンドへ譲渡した

販売用不動産のうち、保有期間が短期

的な不動産については、売却損益を純

額で売上高に計上しております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

 同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は発生しておりません。  当連結会計年度に発生した連結調整勘

定は、その効果の発現する期間を合理的

に見積もり、その見積期間に応じて償却

をしております。なお、当連結会計年度

において対象会社の売却を行っているた

め、連結調整勘定の残高はありません。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、当該連結会計年

度に対応する事業年度に係る利益処分に

基づいて作成する方法（繰上方式）によ

っております。 

 同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

 同左 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日）  

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

                   ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

                    

  

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針 第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に与える影響はあ

りません。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日）  

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

                   ──────  （連結貸借対照表） 

 

 「前渡金」は、前連結会計年度末は、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度末に

おいて金額的重要性が増したため区分掲記しております。

 なお、前連結会計年度末の「前渡金」の金額は86百万円

であります。 

                      

                   ──────  （連結損益計算書） 

  

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含め

ておりました「新株発行費」を、当連結会計年度は営業外

費用の100分の10を超えたため区分表示することといたし

ました。 

 なお、前連結会計年度に営業外費用の「その他」に含め

ておりました「新株発行費」は、0百万円であります。 

    

                   ──────  （連結キャッシュ・フロー計算書） 

  

  営業活動によるキャッシュ・フローの「前渡金の増加

額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示してお

りましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しており

ます。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「前

渡金の増加額」は86百万円であります。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 匿名組合出資 

 ㈲グローバル・リート・パートナーズC号に対し

て、今後の事業計画に応じて当社が新たに4,905百万

円までの追加出資を行います。 

※１ 匿名組合出資 

 ㈲グローバル・リート・パートナーズC号に対し

て、今後の事業計画に応じて当社が新たに2,400百万

円までの追加出資を行います。 

    

※２ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券 

（匿名組合出資金） 
2,410百万円

投資有価証券 

（有限責任組合出資金） 
1,900百万円

    

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。 

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。 

たな卸資産 15,932百万円 たな卸資産 129,126百万円

 担保付債務は、次のとおりであります。  担保付債務は、次のとおりであります。 

短期借入金 5,790百万円

長期借入金 8,300百万円

短期借入金 87,943百万円

長期借入金 19,490百万円

    

※４ 当社は、取引銀行との間に当座貸越契約及びコミ

ットメントライン契約を締結しており、当該契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

※４ 当社は、金融機関との間に当座貸越契約及びコミ

ットメントライン契約等を締結しており、当該契約

に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越契約及びコミット

メントライン契約の総額 
19,800百万円

借入実行残高 5,500百万円

差引額 14,300百万円

当座貸越契約及びコミット

メントライン契約の総額 
130,800百万円

借入実行残高 15,863百万円

差引額 114,937百万円

    

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式23,000株であ

ります。 

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式145,000株で  

あります。 

    



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

媒介手数料 2,253百万円

給与及び賞与 593百万円

長期インセンティブ引当金

繰入額 
49百万円

媒介手数料 300百万円 

給与及び賞与 1,007百万円 

長期インセンティブ引当金

繰入額 
70百万円 

役員賞与引当金繰入額   250百万円 

修繕引当金繰入額 487百万円 

    

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 22百万円

器具備品 0百万円

計 23百万円

建物 3百万円

器具備品 0百万円

計 4百万円



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１  現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連

結 

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１  現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結 

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高（3,397百

万円）と連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額は同額であります。 

  現金及び現金同等物の連結会計年度末残高（10,646 

百万円）と連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額は同額であります。 

※２        ──────  ※２  株式の取得により新たに連結子会社となった会社 

   の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに株式会社グリーンヴィスタ 

  ゴルフ倶楽部を連結したことに伴う連結開始時の資産 

  及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得による収 

  入（純額）との関係は次のとおりです。 

  

  

 流動資産       1,782百万円

 連結調整勘定 442百万円 

 流動負債 △38百万円 

 固定負債 △2,186百万円 

 同社株式取得価額 0百万円 

 現金及び現金同等物 63百万円 

   差引：同社株式取得に

   よる収入 
63百万円 

※３        ──────  ※３  株式の売却により連結除外となった会社の資産 

   及び負債の主な内訳 

   株式の売却により株式会社グリーンヴィスタゴルフ 

 倶楽部が連結除外となったことに伴う売却時の資産及 

 び負債の内訳並びに株式の売却価額と売却による支出 

 （純額）との関係は次のとおりです。 

  

  

 流動資産 1,758百万円 

 連結調整勘定 398百万円 

 流動負債 △42百万円 

 固定負債 △2,186百万円 

 株式売却益 72百万円 

 同社株式売却価額 0百万円 

 現金及び現金同等物 18百万円 

   差引：同社株式売却に 

   よる支出 
18百万円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具備品 42 14 28 

ソフトウェア 8 2 5 

合計 51 17 34 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具備品 107 53 54

ソフトウェア 15 2 12

合計 122 55 66

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16百万円

１年超 18百万円

合計 34百万円

１年内 31百万円

１年超 36百万円

合計 68百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 11百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 26百万円

支払利息相当額 1百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

種類 

前連結会計年度 

（平成17年 3月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年 3月31日） 

  取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1）株式 ― ― ― 0 0 0 

(2）債券             

① 国債・ 

  地方債等 
― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 8 11 3 12 17 4 

小計 8 11 3 13 18 5 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 ― ― ― ― ― ― 

(2）債券             

① 国債・ 

  地方債等 
― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― ― ― ― 

③ その他 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 4 3 △0 

小計 ― ― ― 4 3 △0 

合計 8 11 3 17 22 4 

  

前連結会計年度 
（平成17年 3月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年 3月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券     

非上場株式 110 110 

匿名組合出資金 847 1,738 

合計 957 1,849 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年 4月 1日 至 平成17年 3月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 「確定拠出年金制度」を採用しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 「確定拠出年金制度」を採用しております。 

２．退職給付費用に関する事項 ２．退職給付費用に関する事項 

確定拠出年金への掛金支払額 16百万円 確定拠出年金への掛金支払額 32百万円



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（百万円） （百万円） 

繰延税金資産（流動資産） 繰延税金資産（流動資産） 

未払事業税否認 155

その他 5

計 161

繰延税金資産の純額 152

未払事業税否認 205

修繕引当金否認 198

支払手数料否認 80

その他 9

計 494

繰延税金資産の純額 221

繰延税金資産（固定資産） 繰延税金資産（固定資産） 

長期インセンティブ引当金

超過額 
24

その他 2

計 27

繰延税金資産の純額 26

長期インセンティブ引当金

超過額 
52

その他 1

計 54

繰延税金資産の純額 52

繰延税金負債（流動負債） 繰延税金負債（流動負債） 

匿名組合出資金 8

計 8

匿名組合出資金 273

計 273

繰延税金負債（固定負債） 繰延税金負債（固定負債） 

その他有価証券評価差額金 1

計 1

その他有価証券評価差額金 2

計 2

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

                    

   （％）

法定実効税率  40.7

(調整）  

永久に損金に算入されない交際費 0.3

永久に損金に算入されない役員賞与 1.3

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.8

   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

(1）不動産投資顧問事業・・・・・・・・・不動産投資ファンドの運営管理 

(2）不動産開発・ソリューション事業・・・自己勘定による不動産投資、不動産仲介 

３．当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

696百万円であり、その主なものは、当社の管理部門に係る費用であります。 

  
不動産投資顧
問事業 
（百万円） 

不動産開発・
ソリューショ
ン事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売

上高 
6,457 6,485 12,943 － 12,943 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 6,457 6,485 12,943 － 12,943 

営業費用 2,830 3,762 6,592 696 7,289 

営業利益 3,626 2,723 6,350 △696 5,653 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
          

資産 3,933 17,203 21,136 3,368 24,505 

減価償却費 6 3 9 3 12 

資本的支出 46 26 72 24 96 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

(1）不動産投資顧問事業・・・・・・・・・不動産投資ファンドの運営管理 

(2）不動産開発・ソリューション事業・・・自己勘定による不動産投資、不動産仲介 

３．当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は  

 1,577百万円であり、その主なものは、当社の管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項

はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項

はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  
不動産投資顧
問事業 
（百万円） 

不動産開発・
ソリューショ
ン事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売

上高 
12,558 18,902 31,461 － 31,461 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 12,558 18,902 31,461 － 31,461 

営業費用 5,960 14,690 20,651 1,577 22,228 

営業利益 6,598 4,211 10,810 △1,577 9,232 

Ⅱ 資産、減価償却費及び

資本的支出 
          

資産 112,157 43,660 155,817 3,168 158,985 

減価償却費 15 8 23 7 31 

資本的支出 22 48 70 17 88 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年 4月１日 至 平成17年 3月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

業務委託料については、類似商品の手数料を参考に交渉により決定しております。 

(2）兄弟会社等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

顧客募集業務委託料については、類似商品の手数料率を参考に交渉により決定しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は出
資金 
（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等 

シンプレ

クス・ア

セット・

マネジメ

ント㈱ 

東京都千

代田区 
370 

投資顧

問業 
なし なし 

匿名組

合契約

に関す

る業務

委託 

匿名組合契

約に関する

業務委託 

437 － － 

投資家管理

に関する業

務委託 

10 未払金 10 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は出
資金 
（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の関

係会社の子

会社 

日興コー

ディアル

証券㈱ 

東京都千

代田区 
100,000 証券業 なし なし 

ファン

ド募集

に関す

る業務

委託 

顧客募集業

務委託料 
1,816 － － 



当連結会計年度（自 平成17年 4月１日 至 平成18年 3月31日） 

  

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

業務委託料については、類似商品の手数料を参考に交渉により決定しております。 

(2）兄弟会社等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額および期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

日興プロパティーズ㈱との取引における物件取得時の売買価格については、近隣物件の相場や独立鑑定人に

よる鑑定報告書により決定しております。また、㈱日興コーディアルトレジャリーズとの取引における資金

の借入条件については、期間や資金用途に応じて他の金融機関からの借入条件を参考に決定しております。

３．㈱日興コーディアルトレジャリーズとの間に、契約総額75,000百万円の金銭消費貸借基本契約を締結してお

  り、上記借入金は同契約に基づくものであります。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は出
資金 
（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等 

シンプレ

クス・ア

セット・

マネジメ

ント㈱ 

東京都千

代田区 
370 

投資顧

問業 
なし なし 

匿名組

合契約

に関す

る業務

委託 

投資家管理

に関する業

務委託 

47 － － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は出
資金 
（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の子

会社 

日興プロ

パティー

ズ㈱ 

東京都中

央区 
300 

不動産

業 
なし なし 

不動産

取引 

不動産の購

入 
2,287 

たな卸資

産 
918 

親会社の子

会社 

㈱日興コ

ーディア

ルトレジ

ャリーズ 

東京都中

央区 
100 金融業 なし なし 

金融 

取引 

 資金の借

入 
18,000 

短期借入

金 
6,500 

借入利息支

払 
56 

未払利

息  
0 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

１株当たり純資産額 151,655円32銭 

１株当たり当期純利益 125,350円83銭 

１株当たり純資産額 224,788円90銭 

１株当たり当期純利益 35,193円27銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成17年９月９日付で株式１株につき５株と

する株式分割を行っております。なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度にお

ける１株当たり情報は、以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 30,331円06銭 

１株当たり当期純利益 25,070円16銭 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

当期純利益（百万円） 3,072 4,628 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 245 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (245) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,827 4,628 

期中平均株式数（株） 22,560 131,513 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．平成17年４月26日及び平成17年５月18日開催の取締

役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、

平成17年６月６日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成17年６月７日付で資本金は4,469百万

円、発行済株式総数は26,500株となっております。 

１．                 ────── 

  

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング方式

による募集) 

② 発行する株式の種類及

び数 

：普通株式    3,500株 

③ 発行価格 ：１株につき 3,300,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき 3,069,000円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払

込金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき 2,465,000円 

(資本組入額1,232,500円) 

⑥ 発行価額の総額 ：      8,627百万円 

⑦ 払込金額の総額 ：      10,741百万円 

⑧ 資本組入額の総額 ：      4,313百万円 

⑨ 払込期日 ：平成17年６月６日 

⑩ 配当起算日 ：平成17年４月１日 

⑪ 資金の使途 ：不動産開発事業に係る販売

用不動産の購入資金及び当社

グループが組成するファンド

の物件購入資金の繋ぎ資金に

充当する予定であります。こ

れらの資金の充当時期まで

は、安全性の高い金融商品に

て運用していく計画でありま

す。 

  

 



  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．子会社の設立について 

 平成17年６月16日開催の取締役会において、下記の

要領による子会社設立を決議致しました。 

  

２．                 ────── 

  

  

  

(1）商号 ：株式会社シンプレクス・

リート・パートナーズ 

(2）代表者 ：代表取締役社長 師子鹿

太 

(3）本店所在地 ：東京都千代田区丸の内一

丁目４番２号 

(4）事業内容 ：投資法人資産運用業 

(5）設立 ：平成17年７月１日 

(6）決算期 ：３月 

(7）資本金 ：       150百万円 

(8）発行済株式数 ：        3,000株 

(9）株主構成 ：株式会社シンプレクス・

インベストメント・アド

バイザーズ（100％） 

    

 

３．                 ────── ３. 株式の分割について  

 平成18年４月１日付で株式１株につき５株とする株式

分割を行っております。なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前連結会計年度および当連結

会計年度における１株当たりの純資産額および当期純利

益額は、以下のとおりとなります。 

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

6,066円 21銭 44,957円 78銭 

１株当たり当期純利益額 １株当たり当期純利益額 

5,014円 03銭 7,038円 65銭 

   なお、潜在株式調整

後１株当たり当期純利

益については、潜在株

式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整

後１株当たり当期純利

益については、潜在株

式が存在しないため記

載しておりません。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２. 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 8,890 96,843 0.878 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 8,300 19,490 0.887 
平成19年～ 

平成20年 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

計 17,190 116,333 0.879 ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 19,490 ― ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年 3月31日） 
当事業年度 

（平成18年 3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  3,164 5,849 

２．営業未収入金  1,113 1,169 

３．販売用不動産 ※2 14,478 72,632 

４．前渡金  86 1,289 

５．前払費用  32 85 

６．立替金  29 15 

７．繰延税金資産  152 221 

８．その他  11 105 

流動資産合計  19,067 82.3 81,369 52.2

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  67 91   

減価償却累計額  3 63 11 80 

２．器具備品  33 45   

減価償却累計額  7 25 16 28 

３．船舶  －   31   

減価償却累計額  － － 8 22 

有形固定資産合計  89 0.4 131 0.1

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア  1 12 

２．その他  0 0 

無形固定資産合計  2 0.0 12 0.0

 



    
前事業年度 

（平成17年 3月31日） 
当事業年度 

（平成18年 3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※1 969 1,871 

２．関係会社株式    － 160 

３．その他の関係会社有
価証券 

 2,812 71,794 

４．出資金  51 96 

５．長期前払費用  0 3 

６．敷金保証金  142 324 

７．繰延税金資産  26 52 

８．その他  0 0 

投資その他の資産合計  4,003 17.3 74,301 47.7

固定資産合計  4,095 17.7 74,446 47.8

資産合計  23,162 100.0 155,816 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．短期借入金 ※2,3 8,450 96,843 

２．未払金  398 944 

３．未払費用  24 50 

４．未払法人税等  2,135 2,513 

５．未払消費税等  9 － 

６．預り金  23 13 

７．預り敷金保証金  769 1,777 

８. 前受収益  45 153 

９. 役員賞与引当金  － 250 

10. 修繕引当金  － 487 

11．その他  13 35 

流動負債合計  11,868 51.3 103,069 66.1

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※2,3 7,500 19,490 

２．長期インセンティブ引
当金 

 60 129 

固定負債合計  7,560 32.6 19,619 12.6

負債合計  19,429 83.9 122,689 78.7

 



    
前事業年度 

（平成17年 3月31日） 
当事業年度 

（平成18年 3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※4 155 0.7 11,408 7.3

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金  － 13,659 

資本剰余金合計  － － 13,659 8.8

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  3 27 

２．当期未処分利益  3,572 8,029 

利益剰余金合計  3,575 15.4 8,056 5.2

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 ※5 1 0.0 2 0.0

資本合計  3,733 16.1 33,127 21.3

負債資本合計  23,162 100.0 155,816 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  12,881 100.0 30,002 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．商品期首たな卸高  － 14,478   

２．当期商品仕入高  17,804 74,643   

３．商品期末たな卸高  14,478 3,326 25.8 72,632 16,489 55.0

売上総利益  9,554 74.2 13,513 45.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．媒介手数料  2,253 300   

２. ファンド関連費  25 10   

３．役員報酬  85 123   

４．給与及び賞与  593 966   

５．退職給付費用  16 30   

６．法定福利費  53 90   

７．租税公課  － 401   

８．業務委託費  217 553   

９．地代家賃  68 158   

10．減価償却費  12 29   

11．通信費及び光熱費  17 95   

12．消耗品費  74 56   

13. 役員賞与引当金 
  繰入額  

 － 250   

14. 修繕引当金繰入額  － 487   

15．長期インセンティブ引
当金繰入額 

 49 69   

16．その他  457 3,924 30.5 546 4,168 13.9

営業利益  5,630 43.7 9,344 31.1

 



   
前事業年度 

（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  0 60   

２．受取配当金  0 0   

３．賃貸収入  2 0   

４．雑収入  0 3 0.0 2 63 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  114 533   

２．支払手数料   239 426   

３. 上場費用   － 117   

４. 新株発行費   － 125   

５．その他  8 362 2.8 3 1,205 4.0

経常利益  5,271 40.9 8,202 27.3

Ⅵ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※1 23 2   

２．事務所移転費用  10 1   

３．長期インセンティブ制
度導入に伴う過年度長
期インセンティブ引当
金繰入額 

 11 44 0.3 － 3 0.0

税引前当期純利益  5,226 40.6 8,198 27.3

法人税、住民税及び事
業税 

 2,297 3,568   

法人税等調整額  △143 2,153 16.7 △95 3,472 11.6

当期純利益  3,072 23.9 4,726 15.7

前期繰越利益  499 3,303 

当期未処分利益  3,572 8,029 

     



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年 6月24日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年 6月14日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  3,572  8,029

Ⅱ 利益処分額   

１．配当金  － 435 

２．利益準備金  24 － 

３．役員賞与金  245 － 

 （うち監査役賞与金）  (10) 269 (－) 435

Ⅲ 次期繰越利益  3,303  7,594

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

  

  

  

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

 有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採用して 

  おります。 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

同左  

  

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 ただし匿名組合出資金は個別法によ

っており、当社が出資する匿名組合の

損益のうち当社に帰属する持分相当損

益については、「売上高」に計上する

とともに「投資有価証券」又は「その

他の関係会社有価証券」を加減する処

理を行っております。 

時価のないもの 

 同左 

  

  

   

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売用不動産 

 個別法による原価法を採用しておりま

す。 

販売用不動産 

 同左 

     

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

  

  

  

 なお、主な耐用年数は以下の通りで

す。 

建物    ８～22年 

器具備品  ３～20年 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く。）は定

額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りで

す。 

建物    ８～22年 

器具備品  ３～20年 

船舶      ４年 

 (2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

 (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

   同左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として計上しており

ます。 

新株発行費 

   同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 営業債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。な

お、当事業年度の繰入額はありませ

ん。 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2）長期インセンティブ引当金 

 長期インセンティブの支出に充てる

ため、内規に基づき当事業年度末の要

支給額を計上しております。 

(2）長期インセンティブ引当金 

  同左 

 (3）     ────── 

  

(3）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額を計上してお

ります。 

（追加情報）  

 当事業年度より、「役員賞与の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会実務対応報告第13号 平

成16年３月19日）に基づき、役員賞与

の支給見込額を役員賞与引当金として

計上しております。 

 これにより、当事業年度において販

売費及び一般管理費が250百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は、それぞれ同額少なく計上

されております。 

 (4）     ────── 

  

(4）修繕引当金 

 当社が保有する不動産に係る大規模

修繕の支出のうち、当事業年度に負担

すべき費用を引当金として計上いたし

ております。 

（追加情報）  

 当事業年度に取得した不動産におけ

る大規模修繕工事計画に基づき、費用

計上見込額を修繕引当金として計上し

ております。 

 これにより、当事業年度において販

売費及び一般管理費が487百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は、それぞれ同額少なく計上

されております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

   同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

   同左 

 (2) 当社が組成するファンドへ譲渡した

不動産についての会計処理 

 販売用不動産のうち、当社が組成す

るファンドへ譲渡した不動産について

は、売却損益を純額で売上高に計上し

ております。 

(2) 当社が組成するファンドへ譲渡した

不動産についての会計処理 

 当社が組成するファンドへ譲渡した

販売用不動産のうち、保有期間が短期

的な不動産については、売却損益を純

額で売上高に計上しております。 

 (3）匿名組合出資金 

 証券取引法及び証券取引法施行令が

改正されたことにより、匿名組合出資

金を当事業年度より「投資有価証券」

及び「その他の関係会社有価証券」に

計上しております。 

 この変更により「投資有価証券」が

847百万円「その他の関係会社有価証

券」が2,812百万円増加しております。

また当中間会計期間末において「関係

会社匿名組合出資金」に365百万円含ま

れておりました。 

(3）     ────── 

  

  



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日）  

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

                   ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

                    

  

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針 第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

────── （損益計算書） 

    前事業年度において販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めておりました「租税公課」を、当事業年

度は販売費及び一般管理費の100分の5を超えたため区

分表示することといたしました。 

 なお、前事業年度に販売費及び一般管理費の「その

他」に含めておりました「租税公課」は、81百万円で

あります。 

    前事業年度において営業外費用の「その他」に含

めておりました「新株発行費」を、当事業年度は営業

外費用の100分の10を超えたため区分表示することと

いたしました。 

 なお、前事業年度に営業外費用の「その他」に含め

ておりました「新株発行費」は、0百万円でありま

す。 

    



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（平成18年 3月31日） 

※１ 匿名組合出資 

 ㈲グローバル・リート・パートナーズC号に対し

て、今後の事業計画に応じて当社が新たに4,905百万

円までの追加出資を行います。 

※１ 匿名組合出資 

 ㈲グローバル・リート・パートナーズC号に対し

て、今後の事業計画に応じて当社が新たに2,400百万

円までの追加出資を行います。 

    

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。 

販売用不動産 14,460百万円 販売用不動産 61,871百万円

 担保付債務は、次のとおりであります。  担保付債務は、次のとおりであります。 

短期借入金 5,350百万円

長期借入金 7,500百万円

短期借入金 30,798百万円

長期借入金 19,490百万円

       また、子会社が保有しているたな卸資産を、短期借 

   入金57,145百万円の担保に供しています。 

      当該子会社に対する資産 

      その他の関係会社有価証券              

                   69,072百万円 

    

※３ 当社は、取引銀行との間に当座貸越契約及びコミ

ットメントライン契約を締結しており、当該契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

※３ 当社は、金融機関との間に当座貸越契約及びコミ

ットメントライン契約等を締結しており、当該契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

当座貸越契約及びコミット

メントライン契約の総額 
19,800百万円

借入実行残高 5,500百万円

差引額 14,300百万円

当座貸越契約及びコミット

メントライン契約の総額 
130,800百万円

借入実行残高 15,863百万円

差引額 114,937百万円

    

※４ 授権株式数及び発行済株式総数 ※４ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 80,000株

発行済株式総数 普通株式 23,000株

授権株式数   普通株式 500,000株

発行済株式総数 普通株式 145,000株

    

※５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は1百万円であ

ります。 

※５ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は2百万円であ

ります。 

    



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

※１ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※１ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 22百万円

器具備品 0百万円

計 23百万円

建物 2百万円

器具備品 0百万円

計 2百万円

    



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具備品 42 14 28 

ソフトウェア 8 2 5 

合計 51 17 34 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具備品 76 28 47

ソフトウェア 13 1 11

合計 90 30 59

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 16百万円

１年超 18百万円

合計 34百万円

１年内 27百万円

１年超 33百万円

合計 60百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 11百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 21百万円

支払利息相当額 1百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

    同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

繰延税金資産（流動資産）   

未払事業税否認 155 

その他 5 

計 161 

繰延税金資産の純額 152 

   

繰延税金資産（固定資産）   

長期インセンティブ引当金

超過額 
24 

その他 2 

計 27 

繰延税金資産の純額 26 

   

繰延税金負債（流動負債）  

匿名組合出資金 8 

計 8 

   

繰延税金負債（固定負債）  

その他有価証券評価差額金 1 

計 1 

繰延税金資産（流動資産）   

未払事業税否認 205 

修繕引当金否認 198 

支払手数料否認 80 

その他 9 

計 494 

繰延税金資産の純額 221 

   

繰延税金資産（固定資産）   

長期インセンティブ引当金

超過額 
52 

その他 1 

計 54 

繰延税金資産の純額 52 

   

繰延税金負債（流動負債）  

匿名組合出資金 273 

計 273 

   

繰延税金負債（固定負債）  

その他有価証券評価差額金 2 

計 2 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であ

るため記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

   同左 

    



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

１株当たり純資産額 151,655円32銭 

１株当たり当期純利益 125,350円83銭 

１株当たり純資産額 228,462円27銭 

１株当たり当期純利益 35,935円68銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成16年４月３日付で株式１株につき10株と

する株式分割を行っております。なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報は以下のとおりとなります。 

  当社は、平成17年９月９日付で株式１株につき５株と

する株式分割を行っております。なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 28,652円40銭 

１株当たり当期純利益 21,601円18銭 

 １株当たり純資産額 30,331円06銭  

 １株当たり当期純利益 25,070円16銭  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    

  
前事業年度 

(自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日) 

当期純利益（百万円） 3,072 4,726 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 245 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (245) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,827 4,726 

期中平均株式数（株） 22,560 131,513 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．平成17年４月26日及び平成17年５月18日開催の取締

役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、

平成17年６月６日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成17年６月７日付で資本金は4,469百万

円、発行済株式総数は26,500株となっております。 

１．               ────── 

  

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング方式

による募集) 

② 発行する株式の種類

及び数 

：普通株式    3,500株 

③ 発行価格 ：１株につき 3,300,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき 3,069,000円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式

払込金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引

受人の手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき 2,465,000円 

(資本組入額1,232,500円) 

⑥ 発行価額の総額 ：     8,627百万円 

⑦ 払込金額の総額 ：    10,741百万円 

⑧ 資本組入額の総額 ：     4,313百万円 

⑨ 払込期日 ：平成17年６月６日 

⑩ 配当起算日 ：平成17年４月１日 

⑪ 資金の使途 ：不動産開発事業に係る販売

用不動産の購入資金及び当社

グループが組成するファンド

の物件購入資金の繋ぎ資金に

充当する予定であります。こ

れらの資金の充当時期まで

は、安全性の高い金融商品に

て運用していく計画でありま

す。 

 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．子会社の設立について 

 平成17年６月16日開催の取締役会において、下記の

要領による子会社設立を決議致しました。 

(1）商号：株式会社シンプレクス・リート・パートナ

ーズ 

(2）代表者：代表取締役社長 師子鹿 太 

(3）本店所在地：東京都千代田区丸の内一丁目４番２

号 

(4）事業内容：投資法人資産運用業 

(5）設立：平成17年７月１日 

(6）決算期：３月 

(7）資本金：150百万円 

(8）発行済株式数：3,000株 

(9）株主構成：株式会社シンプレクス・インベストメ

ント・アドバイザーズ（100％） 

２．                 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３．                 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３. 株式の分割について 

  平成18年４月１日付で株式１株につき５株とする株式

分割を行っております。なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前事業年度および当事業年度

における１株当たりの純資産額および当期純利益額は、

以下のとおりとなります。 

   

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

6,066円 21銭 45,692円 45銭 

１株当たり当期純利益額 １株当たり当期純利益額 

5,014円 03銭 7,187円 13銭 

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため記載してお

りません。 

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため記載してお

りません。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

  

  

  

  

投資有価

証券 

  

  

  

  

その他有

価証券 

銘柄 
株式数 
（株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

NS Investments XVⅢ Inc. 540 27 

㈱大利根カントリー倶楽部 1 15 

㈱筑波ゴルフコース 1 13 

㈱水戸カンツリー倶楽部 1 7 

NS Investment Inc. 120 6 

NS Investments Ⅱ Inc. 60 3 

NS Investments Ⅲ Inc. 60 3 

NS Investments Ⅳ Inc. 60 3 

NS Investments Ⅴ Inc. 60 3 

NS Investments Ⅶ Inc. 60 3 

その他（11銘柄） 543 27 

計 1,506 111 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

不動産投資信託受益証券（32銘柄） 32 21 

匿名組合出資金 － 1,738 

計 32 1,759 



【有形固定資産等明細表】 

  

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期増加額は、以下の原因によるものであります。 

・平成17年６月７日 有償第三者割当増資（普通株式3,500株、資本金4,313百万円、資本準備金6,427百万円） 

・平成17年９月９日 株式分割（１：５） 

・平成18年１月26日 有償一般募集（普通株式8,500株、資本金4,718百万円、資本準備金4,718百万円） 

          有償第三者割当増資（普通株式4,000株、資本金2,220百万円、資本準備金2,513百万円） 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 

（百万円）

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円） 

有形固定資産           

建物 67 26 2 91 11 7 80

器具備品 33 13 0 45 16 9 28

船舶 ― 31 ― 31 8 8 22

有形固定資産計 100 70 2 168 37 26 131

無形固定資産           

ソフトウェア 2 13 ― 16 3 2 12

その他 0 0 ― 0 0 0 0

無形固定資産計 3 13 ― 16 3 2 12

長期前払費用 2 3 ― 5 2 1 3

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 155 11,252 ― 11,408 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （注）１． （株） (23,000) (122,000) ― (145,000)

普通株式 （注）１． （百万円） 155 11,252 ― 11,408 

計 （株） (23,000) (122,000) ― (145,000)

計 （百万円） 155 11,252 ― 11,408 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金 （注）１． （百万円） ― 13,659 ― 13,659 

計 （百万円） ― 13,659 ― 13,659 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （注）２． （百万円） 3 24 ― 27 

計 （百万円） 3 24 ― 27 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

長期インセンティブ引当金 60 69 ― ― 129 

役員賞与引当金 ― 250 ― ― 250 

修繕引当金 ― 487 ― ― 487 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 営業未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 販売用不動産 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金   

当座預金 371 

普通預金 5,478 

小計 5,849 

合計 5,849 

相手先 金額（百万円） 

㈲エスアイエイホールディング3号 216 

㈲フロンティア・リート・パートナーズ 107 

㈲エスアイエイホールディング2号 88 

㈲エスアイエイキング1号 85 

㈲フロンティア・リート・パートナーズ2号 78 

その他 591 

合計 1,169 

前期繰越高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

次期繰越高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,113 6,257 6,201 1,169 84.1 66.6 

品目 物件数 金額（百万円） 

東京都 24 41,678 

大阪  4 29,538 

その他 5 1,415 

合計 33 72,632 



④ その他の関係会社有価証券 

⑤ 短期借入金 

⑥ 長期借入金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈲エスアイエイキング2号 57,042 

㈲エスアイエイホールディングＡ号 12,030 

㈲アマンテス・ゴルフ・アンド・リゾーツ 

 投資事業有限責任組合 
1,862 

その他 859 

合計 71,794 

区分 金額（百万円） 

株式会社あおぞら銀行 30,000 

株式会社三井住友銀行 23,975 

株式会社みずほ銀行 18,300 

株式会社日興コーディアルトレジャリーズ 6,500 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 5,360 

株式会社りそな銀行 3,918 

株式会社三重銀行 3,895 

その他 4,895 

合計 96,843 

区分 金額（百万円） 

住友信託銀行株式会社 6,100 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 5,650 

ダイヤモンドリース株式会社 3,200 

株式会社りそな銀行 2,950 

株式会社三重銀行 1,590 

合計 19,490 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は、端株制度を適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。 

    ２．平成18年６月14日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更を決議し、公告方法を日本経済新聞への掲

載から電子公告に変更しております。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由

が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行うこととしております。 

 公告掲載ＵＲＬ http://www.aspir.co.jp/koukoku/8942/8942.html 

決算期 3 月 31 日 

定時株主総会 6月中 

基準日 3 月 31 日 

株券の種類 1株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 9 月 30 日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番1号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番1号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り （注）１   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番1号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番1号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 （注）２ 日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社 株式会社日興コーディアルグループは、継続開示会社であります。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書及びその添付書類 

 平成17年４月26日関東財務局長に提出。 

 平成17年12月26日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年５月19日関東財務局長に提出。 

 平成17年５月30日関東財務局長に提出。 

 平成18年１月27日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第３期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提

出。 

(4）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第３期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

であります。 

(5）臨時報告書 

 平成17年９月29日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社及び主要株主の異動）に基づく

臨時報告書であります。 

 平成18年1月27日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。 

(6）半期報告書 

 （第４期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月15日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社シンプレク

ス・インベストメント・アドバイザーズの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社シンプ

レクス・インベストメント・アドバイザーズ及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水  毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 川 祐 亨 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月１４日

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社シンプレク

ス・インベストメント・アドバイザーズの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社シンプ

レクス・インベストメント・アドバイザーズ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水  毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 川 祐 亨 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社シンプレク

ス・インベストメント・アドバイザーズの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社シンプレク

ス・インベストメント・アドバイザーズの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水  毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 川 祐 亨 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月１４日

株式会社シンプレクス・インベストメント・アドバイザーズ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社シンプレク

ス・インベストメント・アドバイザーズの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社シンプレク

ス・インベストメント・アドバイザーズの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 清 水  毅 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 川 祐 亨 
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